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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】
提出会社の状況

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成19年６月平成20年６月平成21年６月平成22年６月平成23年６月

売上高 （千円） 8,561,2874,680,4182,805,2741,213,323295,334

経常利益又は経常損失（△） （千円） 45,677107,042△179,844△408,842△246,321

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 52,886122,615△268,188△437,424△281,655

持分法を適用した場合の投資利

益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 285,652497,430149,055149,055211,548

発行済株式総数 （株） 26,581 50,103 50,623 50,623106,956

純資産額 （千円） 359,929906,435638,152200,76646,798

総資産額 （千円） 3,232,4162,740,6311,582,725487,631269,415

１株当たり純資産額 （円） 13,600.9318,214.3212,690.723,992.58413.24

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

（円）
－
（－)

－
（－)

－
（－)

－
（－)

－
（－)

１株当たり当期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

（円） 2,059.352,698.20△5,337.90△8,698.90△4,857.22

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

（円） 1,821.882,565.45 － － －

自己資本比率 （％） 11.0 33.1 40.3 41.2 16.4

自己資本利益率 （％） 16.08 19.41 － － －

株価収益率 （倍） 10.7 4.9 － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） 1,163,96381,055 97,662184,134△173,917

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △124,762△49,930△39,183 24,532 32,342

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △1,026,488△182,846△225,209△456,12263,847

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 719,774569,727399,373154,65867,741

従業員数 （人） 60 64 27 23 18

　(注) 1．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

2．売上高には消費税等は含まれておりません。
3．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第８期については関連会社を有していないため記載しておりま
せん。第７期、第９期、第10期及び第11期については利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社
であるため記載を省略しております。

4．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第９期、第10期及び第11期については潜在株式はある
ものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

5．株価収益率につきましては、第９期、第10期及び第11期については潜在株式はあるものの当期純損失であるため記
載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

平成13年２月 半導体プロセス装置、半導体メトロロジー装置及びその部品の販売、並びにテクニカル業務を目

的として、株式会社ノアを渋谷区東二丁目16番に設立（資本金3,500万円）

平成14年１月 液晶検査装置のメンテナンス受託業務開始

平成14年２月 半導体製造後工程（アセンブリ、検査装置など）のメンテナンス受託業務開始

平成15年10月株式会社トプコンと異物検査装置に関する販売代理店契約を締結

平成16年４月 本社移転（渋谷区恵比寿一丁目19番）

平成16年５月　アメリカのImago Scientific Instruments Inc.と三次元原子プローブ装置に関する国内総代理

店契約を締結

平成16年６月 横浜テクニカルセンター開設（横浜市神奈川区）

平成16年６月 アメリカのReVera Inc.と全自動ＸＰＳ装置に関する国内総代理店契約を締結

平成17年９月 名古屋証券取引所（セントレックス）に株式を上場

平成19年１月 東京航空計器株式会社と重ね合せ精度測定装置に関する販売基本契約書を締結

平成19年３月 アメリカのLogic Vision,Inc.とLSI設計用Embedded Testソフトウェア製品等に関する国内代

理店契約を締結

平成19年８月 本社移転（横浜市港北区）

平成19年11月アメリカのNascentric,Inc.とLSI設計用SPICEシミュレーションソフトウェア製品に関する国

内独占販売代理店契約を締結

平成19年11月アメリカのATop Tech,Inc. とLSI設計用配置・配線ソフトウェア製品に関する国内販売代理店

契約を締結

平成20年５月 アメリカのJavelin Design Automation,Inc.とLSI設計用システム・フィジカル・プロトタイ

ピングソフトウェアに関する国内販売代理店契約を締結

平成21年12月日本エーエム株式会社との間でLED照明事業における業務提携契約を締結

平成22年９月 日本エーエム株式会社との間でLED照明事業における業務提携内容を強化するための業務提携

契約を締結

平成22年９月 本社移転（東京都港区芝）

平成23年２月 当社半導体事業の事業活動の一時凍結

平成23年４月 日本エーエム株式会社との間で、LED照明機器事業における業務提携契約を解除し、独自での仕

入先確保への展開を加速

平成23年６月 株式会社アールアンドアール及び株式会社ASKとの間で、当社事業強化のための業務提携契約を

締結

平成23年７月 株式会社ヤマダ電機直営店舗のLED照明化受注開始

 

（注）用語の説明は、「第一部 企業情報 第１企業の概況 ３事業の内容」をご参照ください。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及びその他の関係会社（NR投資事業組合）の１社で構成されております。

具体的な事業としましては、①LED照明卸売商社としての代理店契約（平成23年6月現在国内53件）に基づく、代理店への卸

売および、法人への導入提案や販売、②半導体製造装置メーカーとの代理店契約（※1）に基づいた新品装置の販売、③中古半

導体製造装置を査定して買い取り、リファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の生産ラインに合わせて据付け調整、動

作確認、立上げまで実施して通常3ヶ月間の品質保証付きで納入するリファブ装置の販売、④半導体装置のリファービッシュ

（修理・再生）・据付け・保守など技術サービス及び補修部品の販売、さらには、⑤デバイスの試作や設計等に係るソフト

ウェアの販売・保守・アプリケーションサポートを行う半導体装置部門（※2）を展開している商社であります。

（※1）Revera Inc.との代理店契約は平成23年２月28日に終了しております。

（※2）②から⑤の半導体製造装置事業は、平成23年２月28日に事業の一時凍結をしております。

 

区分 当社の主な取扱商品

LED照明機器販売 LED照明機器の代理店への卸売および販売全般

半導体製造装置
三次元原子プローブ装置（注）1、全自動XPS装置（注）2、異物検査装置、

（注）3、ウェーハ検査装置（注）4、重ね合せ精度測定装置（注）5

テクニカル（技術サービス）
リファービッシュ（修理・再生）、据付調整・立上げ・保守などの技術サー

ビス、補修部品の販売

ソフトウェア 半導体デバイス設計ソフト

 

(注）1.三次元原子プローブ装置 : TEM（透過電子顕微鏡）やSIMS（二次イオン質量分析計）を超え

る高度分析能力を有する三次元質量分析装置。

2.全自動XPS装置 : X線をシリコン基板などの試料表面に照射することによって、そ

のエネルギーを受けて飛び出してきた電子のエネルギーを全自

動測定することにより、表面分析を行う装置。固体表面の元素の

定性・定量分析が容易に行えるうえ、二次元分布の測定も可能。

3.異物検査装置 : シリコン基板の製造工程や半導体プロセス工程で、シリコン基板

表面に付着する微小な汚染異物お個数・分布を測定・検査する

装置。

4.ウェーハ検査装置 : 製造の各工程におけるプロセス装置異常などにより発生する、シ

リコン基板上の微細な異物や配線の断線・ショートなどの欠陥

を、光学顕微鏡や電子顕微鏡と画像処理ソフトウェアを組み合わ

せて自動的に検出し、欠陥の発生原因を究明する装置。製造ライ

ンお歩留まりを維持・改善するために用いる。

5.重ね合せ精度測定装置 : 現像したレジストパターンが、その下層のトランジスタや配線と

の位置関係において、水平方向にどれだけずれているかの距離と

方向を測定する装置。露光装置の光学系や露光条件の最適化に用

いられる。
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［事業系統図］

 

 

　なお、半導体関連事業につきましては、平成23年２月末日をもって事業を一時凍結していることから、

記載を省略しております。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権等の所
有(被所有)割
合(％)

関係内容

（関連会社）
㈱アークステーション

(注1.2)

神奈川県
横浜市中区

10,000
装置、機器関連フィー
ルドエンジニアの派
遣・受託業務

37.00
当社が販売する商
品のテクニカル
サービスの委託。

（その他の関係会社）
NR投資事業組合

(注1)

東京都
中央区

60,500投資運用事業 44.14
当社の発行する株
式、新株予約権の取
得及び保有等。

(注) 1．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　　 2．当社が半導体事業を一時凍結したことから、今後の関係につきまして、同社と協議を進めてまいりました結果、提携関係

を解消する方向で調整することで先方と合意し、その結果、保有している同社の株式につきましても同社の指定する

譲受先へ譲渡する方向で調整しております。したがいまして提携関係の解消と株式の譲渡が完了した場合、同社は当

社の関連会社ではなくなることとなります。

 

 

５【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

  （平成23年６月30日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

18 41.61 １年 5,390

 

セグメントの名称 従業員数（人）

半導体関連事業 　　　　　　　　　 －

LED照明機器販売事業 　　　　　　　　　 12

全社共通 　　　　　　　　　　6

合計 　　　　　　　　　 18

　　(注)1．従業員数は就業人員であります。

2．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

3. 従業員数が最近１年間で５名減少しておりますが、これは、平成23年２月末日に半導体関連事業の一時凍結を行った

ことにより、従業員の入替わり等によるものであります。

4. 半導体関連事業は、平成23年２月末日をもって、事業の一時凍結をしているため、セグメント別での従業員数はおり

ません。

 

(2)労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

　　(1) 業績

①　当期の経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機からようやく立ち直りの兆しを見せるとともに、中国を中心とした新

興国経済の拡大に牽引され、緩やかな回復基調を辿っておりました。しかし、平成23年３月11日の東日本大震災の影響とそれ

に起因する福島原発の事故により、国内経済においては、計画停電の実施可能性も踏まえ、再び景気の先行きの見通しが不透

明となってまいりました。さらに当社が従来、主力事業としておりました半導体関連業界においては、円高の進展や国際競争

力の低下等により、国内での設備投資が低迷しており、今後も回復の見通しが不透明な状況が継続しております。

このような市場環境の中、当社は、新規商材獲得による半導体装置事業の再構築と合わせ、新たな事業領域として、今後、急

成長が見込まれているLED照明市場への参入を進めてまいりました。

しかしながら、半導体製造装置事業においては今後とも市場の回復が不透明な中、有力な新規商材を獲得するに至らず、平

成23年１月27日に発表のとおり、当該事業の凍結を実施せざるを得ない状況に陥り、一方、経営資源を集中して事業拡大の加

速を目論んでいたLED事業においては、事業の立ち上げと販売拡大が想定より大幅に遅れたことから売上が低迷し、人員削減

等によるコスト削減策を講じたものの、業績は急速に悪化いたしました。

この結果、売上高295,334千円（前期比75.6％減）、営業損失230,145千円（前期は営業損失390,421千円）、経常損失

246,321千円（前期は経常損失408,842千円）、当期純損失281,655千円（前期は当期純損失437,424千円）となりました。

セグメント別業績は次のとおりであります。

　　半導体関連事業

半導体関連事業におきましては、平成23年１月27日に既報のとおり、当社事業と直接的に結びつく国内半導体業界の設備

投資需要の回復の遅れと早期の売上確保につながる新規商材が確保できなかったことから不振が継続し、当面の売上拡大が

見込めず、専門的人材の維持にかかる費用負担も大きいこと等を理由に、平成23年２月末日付で当該半導体事業の事業活動

の一時凍結を実施しております。

その結果、売上高は72,581千円（前期比94.0％減）、営業損失32,292千円（前期は営業損失390,421千円）となりました。

 

　　LED照明機器販売事業

　　　LED照明機器販売事業におきましては、平成22年９月７日に日本エーエム株式会社の販売代理店の一部及び同社におけるLED

事業に関する一部従業員の移管を含む業務提携契約を締結し、平成22年９月８日より業務提携の強化を実施、LED事業の拡大

とそれによる業績の回復を目指してまいりました。しかしながら、平成22年９月より本格的に開始したLED事業においては、そ

の後の当社の信用不安に加え、日本エーエム株式会社から移管を受けた販売代理店との契約の再締結の遅れ等から販売網の

整備に遅れが生じたことやLED照明市場の拡大につながる国内の設備投資需要の回復が遅れたことに加えて、平成23年３月11

日に発生した東日本大震災による企業の経済活動・設備投資活動の混乱や停滞などにより、当事業年度の売上は伸び悩む結

果となりました。

その結果、売上高は222,752千円（前期実績なし）、営業損失197,853千円（前期実績なし）となりました。

 

 

　　(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ86,916千円減少し、67,741

千円となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は173,917千円（前期比358,051千円の増加）となりました。これは、税引前当期純損失が

277,395千円になったことに加え、その他の負債の減少38,849千円や売上債権の増加23,827千円等の資金減少に対し、資金の

増加はその他の資産の減少82,662千円や仕入債務の増加36,309千円等に留まったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は32,342千円（前期比7,809千円の増加）となりました。これは、定期預金の払戻額から預入

額を差し引いた純減額22,000千円、固定資産の売却により41,494千円の資金増加があった一方で、LED事業の譲受対価の支出

25,000千円の資金減少があったこと等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は63,847千円（前期比519,969千円の増加）となりました。これは、長期借入金の返済による
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支出23,878千円及び社債の償還による支出40,000千円による資金減少があったものの、増資および新株予約権の発行に伴う

収入127,725千円による資金増加があったことによるものです。
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２【生産、仕入、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

　　　 該当する事項はありません。

 

(2)仕入実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

セグメント別の名称
第11期事業年度

(自  平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

 

前年同期比（％）

半導体関連事業　　 50,925 7.5

LED照明機器販売事業 211,628 ―

合　　計 262,553 38.6

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　　　2.「LED照明機器販売事業」は、前事業年度は開示対象ではなく、上記セグメントの区分による前事業年度金額のデータがな

いため、前年同期比を記載していません。

 

(3)受注実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

セグメント別の名称

第11期事業年度
(自  平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

受注実績
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

半導体関連事業　　 26,521 4.1 ― ―

合　　計 26,521 4.1 ― ―

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(4)販売実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

セグメント別の名称
第11期事業年度

(自  平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

 

前年同期比（％）

半導体関連事業　　 72,581 6.0

LED照明機器販売事業 222,752 ―

合　　計 295,334 24.3

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

2.最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

3. 「LED照明機器販売事業」は、前事業年度は開示対象ではなく、上記セグメントの区分による前事業年度金額のデータ

がないため、前年同期比を記載していません。

4.主な相手先別の販売実績は以下のとおりであります。

区　分

第10期事業年度
(自  平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

第11期事業年度
(自  平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

三菱電機トレーディング㈱ 225,624 18.6 － －

ヤマダ電機㈱ － － 49,054 16.6

㈱デジアイズ － － 35,437 12.0

ⅰ.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

今後の我が国経済は世界的な金融不安や円高、株式市場の低迷、電力供給に関する懸念等の影響から、設備投資、個人消費、

雇用情勢ともに引き続き厳しい状況が続くことが予想されており、当社の主要事業であるLED照明販売事業が設備投資関連

事業であるという観点から景気低迷の影響は避けられないものと予想されます。

一方で、企業の節電意識の高まりもあって、LED照明機器の需要が急速に高まっていることも事実であり、当社としてはこれ

を大きなビジネスチャンスととらえ、LED照明販売事業での収益体制を早期に確立するとともに、LED照明機器の需要が一段

落することも念頭において、新規事業の開発を推進していくという方針のもと、以下の項目を重点課題として確実に実施し

てまいります。

①LED照明販売事業の収益体制確立

当社は昨年、LED照明販売を本格的に開始しており、ようやく収益基盤としての確立の目処が立ちつつある状況となってお

りますが、競合他社の参入も激化していることから、仕入先である株式会社共立電機製作所との連携を強化し、商品供給体制

の確立と商品の差別化を推進するとともに、顧客への共同提案をスピーディーに実施できる体制を構築してまいります。

②新規事業開発

業務提携先である株式会社ASK及び株式会社アールアンドアールの支援を得ながら、両社が得意とする自動車関連産業分野

での新規事業開発を推進してまいります。また、新規事業開発に際し、早期の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等

を含めたM&Aの検討も行ってまいります。

 

 

４【事業等のリスク】

以下において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスク要因を記載しております。また、当社として必ずしも

事業上のリスクとは考えていない事項につきましても、投資判断上あるいは当社の事業活動を理解するうえで重要と考えられ

る事項については、投資者に対する情報開示の観点から記載しております。

なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、本株式に関わる投資判断は、以下の事項に記載された各事項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に検討したうえで、行

われる必要があると考えられます。また、以下の事項は当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませ

んので、この点もあわせてご留意ください。

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。

 

（1）LED照明販売事業の在庫リスク

当社は、顧客の様々なニーズに素早く対応するためにも、相応の在庫を保有する必要があります。一方、加速度的な技術発展

に伴い商品サイクルの短縮や価格競争による在庫商品の陳腐化に伴い、在庫商品の販売価格が当社の予測と乖離した場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（2）LED照明販売事業における販売代理店契約について

当社は、国内外の優良なLED照明商材を製造メーカー及びその代理店から仕入れて、当社顧客に販売し、又は販売代理店等に

卸売りしております。しかしながら、LED照明業界全体での販売代理店獲得における競争の激化や地域的な偏りなどの理由か

ら、販売代理店契約の解除や脱退などに伴い、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　

（3）継続企業等の前提に関する重要な事象等

前事業年度において営業損失390,421千円、経常損失408,842千円及び当期純損失437,424千円を計上したことに引き続いて、

当事業年度においても営業損失230,145千円、経常損失246,321千円及び当期純損失281,655千円を計上しております。当該状況

により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社といたしましては、当該状況を解消すべく「中期経営計画」を策定し、その施策を着実に実行してまいる所存でありま

すが、わが国経済の景気及び当社の属するLED照明販売業界の動向は、今後も不安定な状態が続くものと予想されますので、こ

れらの施策が計画通りに実現されなかった場合には予想している利益が確保できない可能性があり、資金不足に陥る可能性が

あるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

 

（4）当社株式の実質的存続性の喪失に係る猶予期間入りについて

当社株式は平成23年１月27日以降、株式会社名古屋証券取引所の株券上場廃止基準第２条の２第１項第５号の規定で準用す

る同基準第２条第１項９号aの規定により、合併等による実質的存続性の猶予期間に入っております。当該猶予期間である平成
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26年６月30日までに株券上場審査基準に準じて株式会社名古屋証券取引所がその取扱において定める基準に当社が適合する

と認められない場合、当社株式の上場が廃止となる可能性があります。

当社といたしましては、当該状況を解消すべく、現在注力しているLED事業を主要事業として収益基盤を確立し、新規上場に

準じた審査を通過できるよう、万全の準備を行っていく所存であります。

 

（5）その他

　（ⅰ）配当政策について

当社は、設立以来現在に至るまで、財務体質の強化と積極的な事業展開に備えるため利益配当は実施しておりません。しかし

ながら株主の皆様に対する利益還元は最も重要な経営課題のひとつと認識しております。今後は、当社の事業拡大に努めるた

めに内部留保を充実させることを勘案しながら、将来的には各期の経営成績を考慮に入れて積極的に利益還元について検討し

てまいる所存であります。

　　　

　（ⅱ）潜在株式について

当社は、平成23年６月29日開催の臨時株主総会の特別決議に基づき、ＮＲ投資事業組合に対して新株予約権を発行しており

ます。この新株予約権の行使期間は平成24年１月１日から平成28年６月30日となっており、本件新株予約権が行使された場合、

１株当たり株式の価値は希薄化します。なお、平成23年８月末日現在の発行済株式総数は106,956株に対して、本件新株予約権

による潜在株式数は20,000株となっております。
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５【経営上の重要な契約等】

（1）販売代理店契約

契約締
結年月

契約
主体

相手方の名称 契約名称 契約内容 契約期間

平成16年
６月

当社 ReVera Inc.（アメリカ）
国際独占販売および
サービス代理店契約

日本国内におけ
る独占販売権

平成16年6月30日から
平成19年6月29日まで
（両当事者相互の書面
合意により延長）

(注)1．ReVera Inc.（アメリカ）との国際独占販売及びサービス代理店契約は、平成23年２月28日をもって契約を終了いた

しました。

 

（2）業務提携契約

契約締
結年月

契約
主体

相手方の名称 契約名称 契約内容 契約期間

平成21年
12月

当社 日本エーエム株式会社（日本） 業務提携契約
LED照明商品の
売買等

平成21年12月15日から
平成22年12月14日まで
（1年単位の自動更新)

平成22年
９月

当社 日本エーエム株式会社（日本）
業務提携基本契約書
業務提携契約

継続的取引基本契約書

LED照明商品の
売買等

平成22年９月７日から
平成23年９月６日まで
（1年単位の自動更新)

平成23年
６月

当社

株式会社アールアンドアール
（日本）
株式会社ASK （日本）

業務提携契約書
当社事業強化
のため

平成23年６月３日から
契約期間の定めなし

　（注）1.日本エーエムとの業務提携基本契約、業務提携契約、継続的取引基本契約は、平成23年４月27日をもっ　て、双方合意解

除されました。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。 
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析につきましては以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

①資産の状況

当事業年度末における流動資産の残高は、238,910千円（前事業年度末比138,067千円減）となりました。その主な要因は、

LED事業の本格化に伴い売掛金が23,827千円増加し、またLED商品在庫の増加により商品が35,361千円増加した一方で、DCGシ

ステムズ株式会社に対する未収入金を約定に基づき回収したことにより未収入金が123,722千円減少し、また現金及び預金

が58,916千円減少し、さらに半導体事業の凍結に伴い原材料及び貯蔵品が8,833千円減少したこと等によるものであります。

また、当事業年度末における固定資産の残高は、30,505千円（前事業年度末比80,149千円減）となりました。その主な要因

は、平成22年９月のLED事業譲受に伴い計上したのれん代25,000千円から当事業年度の償却額を差し引いた20,833千円が増

加した一方で、長期定期預金の解約及び流動資産への振替による減少50,000千円、DCGシステムズ株式会社に対する長期未収

入金の流動資産への振替による長期未収入金23,400千円の減少、関連会社である株式会社アークステーションの株式の減損

処理による関係会社株式12,761千円の減少、さらに半導体事業の凍結に伴い横浜テクニカルセンターを閉鎖したことなどに

よる建物8,434千円の減少等によるものであります。

この結果、当事業年度末における総資産は269,415千円（前事業年度末比218,215千円減）となりました。

②負債の状況

当事業年度末における流動負債の残高は、142,617千円（前事業年度末比7,217千円減）となりました。その主な要因は、

LED事業の本格化に伴い買掛金が36,309千円増加した一方で、前受金が37,647千円減少するとともに、１年内返済予定の長期

借入金及び1年内償還予定の社債の返済並びに償還額から固定負債からの振替分を差し引いた有利子負債が6,848千円純減

したこと等に伴うものであります。

また、当事業年度末における固定負債の残高は、80,000千円（前事業年度末比57,030千円減）となりました。その主な要因

は、流動負債への振替により社債が40,000千円、長期借入金が17,030千円減少したことによるものであります。

この結果、当事業年度末における負債合計は222,617千円（前事業年度末比64,247千円減）となりました。

③純資産の状況

当事業年度末における純資産の残高は、46,798千円（前事業年度末比153,968千円減）となりました。その主な要因は、平

成22年９月及び平成23年６月に実施した第三者割当増資により、資本金並びに資本準備金がそれぞれ62,492千円増加した一

方で、当期純損失を281,655千円計上したことに伴うものです。

 

 

(2) 当事業年度の経営成績の分析

①売上高の変動要因の分析

当事業年度における売上高は295,334千円となり、前事業年度の売上高1,213,323千円に対し917,989千円の減収（前事

業年度比75.6％減）となりました。これは継続する世界的な金融不安や、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影

響とそれに起因する福島原発の事故により、国内経済の先行きが不透明となったことに加えて、当社が従来主力事業とし

ておりました半導体関連業界においては、円高の進展や国際競争力の低下等により、国内での設備投資が低迷したことに

よるものであります。

また、半導体製造装置事業においては今後とも市場の回復が不透明な中、有力な新規商材を獲得するに至らず、当該事業

の凍結を実施せざるを得ない状況に陥り、一方、経営資源を集中して事業拡大の加速を目論んでいたLED事業においては、

事業の立ち上げと販売拡大が想定より大幅に遅れたことから売上高の減少率が大きくなったものであります。

②売上総損益の変動要因の分析

当事業年度の売上総利益54,481千円となり、前事業年度の売上総損失58,478千円に対し、112,959千円の増加となりまし

た。これは売上高は著しく減少したものの、下半期以降、不採算事業を凍結し、経営資源を集中して事業拡大を推進してい

るLED事業において、適正利益の確保の構築に取組んだことによるものであります。

③販売費及び一般管理費

当事業年度の販売費及び一般管理費は284,627千円（前事業年度比14.2％減）となり、前事業年度の331,943千円に対

し、47,316千円減少しました。これは事業環境の悪化に伴い、下期以降、コスト構造の見直しにより損益分岐点を下げると

共に、半導体製造装置事業の凍結および従業員を７名削減したこと等に起因するものであります。

④営業損益　

　　　　当事業年度における営業損失は230,145千円となり、前事業年度の営業損失390,421千円に対し、160,275千円損失が減少しま

した。これはコスト構造の見直しにより、急激な売上高の減少に対応しつつあることによるものであります。

⑤経常損益

　　　　当事業年度における経常損失は246,321千円となり、前事業年度の経常損失408,842千円に対し、162,521千円損失が減少しま

した。これは上記②から④に記載したとおりであります。
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⑥当期純損失

当事業年度における当期純損失は281,655千円となり、前事業年度の当期純損失437,424千円に対し、損失が155,768千円

減少しました。これは上記②、④、⑤の内容に取組んだものの、前事業年度同様、利益体質への回復を目指して固定費の削減

や収益性に基づく取扱商品の取捨選択を進めたことに加えて、当社主力事業であった半導体製造装置事業を一時凍結する

ことに伴い、減損損失や事業整理損および関係会社株式評価損を計上したことによるものであります。

 

　(3) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状況」に記

載のとおりであります。

 

(4)継続企業の前提に関する重要事項等に対する対応策

当社は、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に関する重要事象等に該当しておりま

す。このような事態に対し、当社は「中期経営計画」を策定し、以下の施策を着実に実行してまいります。

①　経営体制の強化

当社は、平成23年１月に就任した代表取締役、平成23年６月に新たに選任した取締役３名を含めた取締役５名によって、事

業戦略を構築し、経営の意思決定を迅速に実行するための経営体制を再構築してまいります。

　　②　LED照明販売事業の展開

当面、主要顧客であり、戦略的パートナーと位置付ける株式会社ヤマダ電機との連携強化を進め、同社の直営店舗のLED照

明化の受注並びに同社の推進している「あかりレンタル」事業の支援を通じて、販売拡大を推進していく所存です。同時に、

LED照明化を企図する顧客開拓を進め、顧客基盤の拡充を図るとともに、既存代理店との関係強化に努め、販売基盤の拡充を

推進してまいります。

さらに、今後の主力仕入先と位置付けております株式会社共立電機製作所と共同でトンネル灯や街路灯など公共機関や自

治体等への入札案件に取組み、事業実績の積み上げを図ってまいります。

　　③　LED照明開発サポート

株式会社共立電機製作所との連携を強化し、同社に顧客ニーズをフィードバックすることで、競争力のある商品開発サ

ポートを実施するとともに、当社の主力商品としての安定供給体制を確立してまいります。

　　④　新規事業開発

業務提携契約を締結した株式会社ASK及び株式会社アールアンドアールの協力を得ながら、両社が得意とする自動車関連

産業分野での新規事業開発を推進してまいります。

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、計画が達成されない場合は、資金不足に陥る可能性があるため、現時点に

おいては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。
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第３【設備の状況】
 

１【設備投資等の概要】

当事業年度において重要な設備投資はありません。

また、重要な設備の売却、除却等はありません。

 

 

２【主要な設備の状況】

当社は、国内に本社及び大阪営業所を設けております。

以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

（平成23年６月30日現在）

事業所名
(所在地)

セグメント別
の名称

設備の内容
帳簿価額（千円）

従業員
数(人)

車輌運搬具
工具、器具及び

備品

ソフト
ウェア

差入
保証金

合計  

本社
(東京都港区)

LED照明機器
販売事業、並
びに本社総括
業務

販売及び総
括業務施設

785 1,016 3,131 1,362 6,29618

合計 785 1,016 3,131 1,362 6,29618

（注）1.上記金額には消費税等は含んでおりません。

2.従業員数は就業人員です。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

(1)重要な設備の新設

　該当事項はありません。

 

(2)重要な除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 106,956 106,956
名古屋証券取引所
(セントレックス)

単元株制度を採用
しておりません。

計 106,956 106,956 － －

　(注)1.　発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　2.　「提出日現在発行数」には、平成23年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式の数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりでありま

す。

①　平成16年７月30日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成23年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成23年８月31日）

新株予約権の数  ５個(注)4 ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ―

新株予約権の目的となる株式の数  40(注)4 ―

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 38,750円(注)2 ―

新株予約権の行使期間
自平成18年７月31日
至平成23年７月30日

―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額　　38,750円
資本組入額　19,375円

―

新株予約権の行使の条件 (注)3 ―

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の第三者に対す
る譲渡、質入、担保権設定そ
の他の処分は一切できな
い。

―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

(注)1.　当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

 

調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割（又は併合）の比率
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上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新

株予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権の目的たる株式の数を調整

するものとする。

 

2.　新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己株式の処

分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上

げる。

     

既発行株式数　＋

新規発行（処分）

株式数
×

１株当たり

払込金額

調整後

払込金額
＝
調整前

払込金額
×

新株式発行前の時価  

既発行株式数　＋　新規発行（処分）株式数  
 

上記のほか、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これ

らの場合に準じて払込金額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。

 

3.　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた従業員（割当後、取締役に就任した場合は除く）は、当社の普通株式が株式上場され

る日までは、新株予約権を行使できないものとする。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員で

あることを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取

締役・監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合はこの限りではな

い。

③　新株予約権の割当てを受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当

該新株予約権を相続できないものとする。

④　その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株予約権

の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

 

4.　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職者の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及

び新株予約権の目的となる株式の数を減じております。

 

5.　平成17年１月17日付で普通株式１株につき４株に、又、平成18年2月1日付で普通株式１株につき２株に株式分割を行っ

たことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額並びに新株予約権の行使により株

式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。

 

　6.　第４回新株予約権は、平成23年７月30日に行使期間満了のため、すべて失権となりました。

 

①　平成23年６月29日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成23年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成23年８月31日）

新株予約権の数  20,000個(注)1 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数  20,000(注)1 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,450円(注) 同左

新株予約権の行使期間
自平成24年１月１日
至平成28年６月30日

同左
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新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額　　　1,225円
資本組入額　　1,225円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)1 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の第三者に対す
る譲渡は、当社取締役会の
承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

１.　本新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を処分（以

下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、1株（以下「割当株式数」という。）とする。本新株予約権の目

的である株式の総数は、割当株式数に本新株予約権の総数を乗じた数として20,000株とする。但し、下記第２項乃至第４項により

割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は、調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

 

２.　当社が下記第７項の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結

果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、下記第７項に定める調

整前行使価額及び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

 

３.　調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる下記第７項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関し、各号に

定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

 

４.　割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式

数及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。但し、適用の日の前日までに前記の

通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

 

５.　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に交付株式数を乗じた額とする。

 

６.　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの出資される財産の価額(以下「行

使価額」という。) は、2,450円とする。但し、行使価額は下記第７項の定めるところに従い調整されるものとする。

 

７.　行使価格の調整

(1)  行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。

    

既発行株式数 ＋交付株式数×

１株あたりの

払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株あたりの時価

既発行株式数＋交付株式数

 

 

 

 

(2)  行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところによる。

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普通

株式を処分する場合（但し、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは当社に対して取得を請求でき

る証券、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証

券又は権利の取得、転換又は行使による場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、ま

た、募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当をする場合

調整後行使価額は、当該株式の分割又は無償割当てのための基準日（無償割当てのための基準日がない場合には当該

割当ての効力発生日とする。）の翌日以降これを適用する。

③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは当

社に対して取得を請求できる証券を発行（無償割当の場合を含む。）する場合又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利を発行（無償割当の場合を含む。）する場合

調整後行使価額は、発行される証券、新株予約権又は権利のすべてが当初の取得価額で取得され又は当初の行使価額

で行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、かかる証券若

しくは権利の払込期日又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の割当日の翌日以降、また、募集

又は無償割当てのための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを準用する。

(3)  行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調
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整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整

前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

(4) ①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45 取引日目に始まる30 取引日

（終値のない日を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、

単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、

また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株

式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。

(5)  本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とすると

き。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべ

き時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権の新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨ならびにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を書

面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

 

　　(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年７月１日～
平成19年６月30日

（注）1
608 26,581 2,050 285,652 2,050 279,552

平成19年８月29日
（注）2

22,474 49,055 208,502494,155208,502488,054

平成19年７月１日～
平成20年６月30日

（注）3
1,048 50,103 3,275 497,430 3,275 491,330

平成20年７月１日～
平成21年６月30日

（注）4
520 50,623 1,625 499,055 1,625 492,955

平成21年３月25日
（注）5

－ 50,623△350,000149,055△350,000142,955

平成22年９月６日
（注）6

9,276 59,899 22,494 171,549 22,494 165,449

平成23年６月30日
（注）7

47,057 106,956 39,998 211,548 39,998 205,448

（注）1. 平成18年７月１日から平成19年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数、資本金及び資本準備金
が増加しております。

2. 有償第三者割当　普通株式　発行価額18,555円　資本組入額9,277.5円
割当先　トライハードNOAH投資事業有限責任組合

3. 平成19年７月１日から平成20年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数、資本金及
び資本準備金が増加しております。

4. 平成20年７月１日から平成21年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数、資本金及
び資本準備金が増加しております。

5. 平成21年３月24日開催の臨時株主総会決議に基づき、欠損填補のため、平成21年３月25日付で資本金及び
資本準備金がそれぞれ350,000千円ずつ減少しております。

6.平成22年９月３日開催の臨時株主総会決議に基づき、第三者割当による普通株式の発行を行っております。
　　　　発行価格4,850円　資本組入額2,425円　
　　　　割当先　株式会社デジアイズ、株式会社テラオカ、株式会社洸陽電機　
　　　なお、当該第三者割当による普通株式の発行は、平成22年９月３日開催の臨時株主総会決議時は、手取金の総額は

327,879,450円としておりましたが、一部払込の手続きが実行されず失権が生じたことから、当該手取金の総額は
42,888,600円となり、重要な変更が生じております。

　7. 平成23年６月29日開催の臨時株主総会決議に基づき、第三者割当による普通株式の発行を行っております。
発行価格1,700円　資本組入額850円　

割当先　NR投資事業組合
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(6) 【所有者別状況】

       平成23年６月30日現在

区分

株式の状況 単元未満
株式の状
況
 

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － 4 10 1 － 981 996 －

所有株式数
（株）

－ － 514 10,882 2 － 95,558106,956 －

所有株式数の
割合（％）

－ － 0.48 10.17 0.00 － 89.35 100.00 －

（注）1. 当社の自己株式338株は、「個人その他」に含めて記載しております。
 

(7) 【大株主の状況】   平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＮＲ投資事業組合 東京都中央区日本橋堀留町二丁目9番8号 47,057 43.99

溝邉　乃利雄 千葉県市川市 15,870 14.83

岩田　昇 川崎市麻生区 8,481 7.92

株式会社デジアイズ 岩手県奥州市前沢区字高畑31 6,185 5.78

渡邊　豊 横浜市港南区 2,423 2.26

株式会社テラオカ 東京都港区芝四丁目４番13号 2,061 1.92

テクノライズ株式会社 横浜市都筑区仲町台一丁目２番20号 1,897 1.77

隅岡　洋成 奈良県磯城郡三宅町 1,500 1.40

酒井　哲史 名古屋市天白区 1,370 1.28

大久保　博 千葉県市川市 1,005 0.93

計 ― 87,849 82.13

（注）前事業年度では主要株主でなかったＮＲ投資事業組合は、当事業年度末現在では主要株主となっております。
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(8) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等) ―  ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　 338
―

権利内容に何ら制限のない当社に

おける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 106,618 106,618 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 106,956 ― ―

総株主の議決権 ― 106,618 ―

 
 

②【自己株式等】

    平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社ノア

東京都港区芝三丁目31番
２号

338 ― 338 0.31

計 ― 338 ― 338 0.31

 

 

 (9) 【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

　　【株式の種類等】

　　　　普通株式

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 338 － 338 －

 

 

 

３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しております。従って、たびたび損失を計上する

現行の事業モデルから安定的に利益計上を行うための事業モデルへの変革並びに事業領域の拡大に注力することを最優

先事項と位置付けております。今後は経営成績及び財政状況の改善に応じて配当等による株主への利益還元を検討して

いく所存であります。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、この剰余金の配当の決定機関は株主総会であり

ます。

当事業年度につきましては、当期純損失を計上しており、財務体質の改善を優先させるため、剰余金の配当は行いませ

ん。

なお、当社は会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年12月31日を基準日として、中間配当を行

うことができる旨を定款に定めております。
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４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 平成19年６月 平成20年６月 平成21年６月 平成22年６月 平成23年６月

最高(円) 66,500 22,900 15,000 9,050 7,510

最低(円) 20,500 8,010 2,270 4,850 1,180

　（注）最高・最低株価は名古屋証券取引所「セントレックス」市場におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 2,660 2,495 2,557 2,890 2,950 2,950

最低(円) 2,200 1,875 1,180 1,500 2,083 2,000

　（注）最高・最低株価は名古屋証券取引所「セントレックス」市場におけるものであります。
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５【役員の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役社
長

 溝邉　乃利雄 昭和37年10月５日

昭和62年４月　日東化成㈱入社

平成３年２月　㈱大成広告社入社

平成８年５月　㈲グルーブ・アシスト設立

　　　　　　　同社代表取締役就任

平成12年２月　㈲ビート設立

　　　　　　　同社代表取締役就任

平成14年４月　㈱ビートに組織変更。

　　　　　　　同社代表取締役就任

平成15年７月　㈲グルーブ・アシストを

　　　　　　　㈱アドフォーラムに組織変更

　　　　　　　同社取締役就任（代表取締役辞任）

平成22年３月　㈱ファーストテクノス取締役就任　　　　

　　　

平成22年４月　㈱スタートライン取締役就任

平成22年４月　㈱アトシア取締役就任

平成22年９月　当社取締役就任

平成23年１月　当社代表取締役就任（現任）

(注)１ 15,870

取締役  脇沢　光義 昭和32年９月16日

昭和57年４月　㈱西武クレジット（現㈱クレディセ

ゾン）入社

昭和61年８月　㈱西武百貨店転籍

平成８年２月　㈱モンタボー入社 営業統括係長及び

販売推進係長兼務

平成９年１月　㈱海外生活総合情報センター入社　　　

　　　企画部課長

平成９年８月　㈱バンネーションズコンサルティン

グ入社　営業部

平成10年１月　㈱東京せんでん入社　営業部

平成10年９月　㈱エイベックコミュニケーションズ

入社　営業マネージャー

平成12年11月　中部自動車販売㈱入社　店舗開発宣伝

広告課長

平成15年12月　㈱カーチス入社　営業企画部部長　店

舗開発部部長

平成20年３月　カーコンビニ倶楽部㈱入社　　　　　　　総

合企画部、営業統括本部、直営店統括

部部長兼任

平成23年６月　当社取締役就任（現任）

(注)１ －

取締役 管理本部長 北山　智康 昭和40年12月11日

平成元年４月　㈱日本債券信用銀行（現㈱あおぞら銀

行）入行

平成７年９月　㈶ベンチャーエンタプライズセンター

出向

平成10年４月　同行営業開発部（投資銀行部）

平成11年８月　東京中小企業投資育成㈱入社

平成22年８月　当社入社　管理本部長就任

平成22年９月　当社取締役管理本部長就任（現任）

(注)１ －

取締役  有賀　博之 昭和32年７月７日

昭和56年４月　共栄火災海上保険相互会社入社

平成14年４月　同社自動車開発部部長

平成19年４月　同社営業統括部長

平成19年９月　同社退社

平成19年10月　㈱地球健康クラブ代表取締役就任（現

任）

平成23年６月　当社取締役就任（社外）（現任）

(注)１ －

取締役  狩野　謙太郎 昭和48年11月19日

平成８年４月　㈱KTテクノ入社

平成11年１月　㈱JAC（現㈱カーチス）入社

　　　　　　　営業本部シニアマネージャー

平成19年２月　㈱カーライフネット入社

　　　　　　　提携事業部部長

平成19年７月　㈱ASK入社

平成21年４月　㈱ハートインターナショナルジャパン

取締役就任（現任）

平成22年４月　㈱ASK執行役員（現任）

平成23年６月　当社取締役就任（社外）（現任）

(注)１ －
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監査役  矢島　浩二 昭和35年11月30日生

昭和56年７月　三洋伊勢崎電子㈱入社

昭和61年６月　セゾン生命保険会社（現　AIGエジ

ソン生命保険㈱）入社

平成７年10月　中部自動車販売㈱入社

平成14年３月　ジャックホールディングス㈱

入社

 平成20年８月　㈱ASK入社

 平成22年７月　㈱明輪入社

 平成23年９月　当社監査役就任(現任)

(注)２ －

非常勤
監査役

 中　紀人 昭和36年９月11日

平成元年４月　司法修習生

平成３年４月　弁護士登録（大阪弁護士会所属）

　　　　　　　金子・中法律事務所パートナー(現任)

平成22年９月　当社監査役就任（現任）

(注)３ －

非常勤
監査役

 笠原　造 昭和36年７月31日

昭和61年４月　㈱日本長期信用銀行（現 ㈱新生

銀行）入行

平成５年９月　㈱ジェイテックス（現 ㈱ワール

ドリビングスタイル）設立

　　　　　　　代表取締役就任

平成19年９月　同社 代表取締役退任

平成20年３月　㈱ワールド・カフェ設立

　　　　　　　代表取締役就任（現任）

平成22年９月　当社監査役就任（現任）

(注)３ －

計 15,870

 

（注）１．取締役の任期は、平成23年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年６月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。

　　　２．監査役の任期は、平成23年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年６月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

　　　３．非常勤監査役の任期は、平成22年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年６月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

４．有賀博之及び狩野謙太郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

５．監査役の中紀人及び笠原造は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ノア(E02990)

有価証券報告書

26/80



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

イ　企業統治体制の概要

当社の取締役会は、企業価値の最大化がコーポレート・ガバナンスの基本目標であるとの認識のもと、当有価証券報

告書提出日現在、社外取締役２名を含む取締役５名体制で構成されております。また監査役３名は常勤監査役１名及び

社外監査役２名として、取締役会のほか、必要に応じて重要な経営会議等に参加し、法令遵守及び取締役の職務執行の監

督並びに企業会計全般にわたる構成な監査をしております。この様な経営監視体制が、「経営の透明性を高めること」、

「コンプライアンス遵守の経営を徹底すること」、「効率的な経営を行うこと」の基本目標の実現を目指すものであり

ます。

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間において、会社法第423条第１

項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役、社外監査役及び会計監査人が責任の原因となった職務の遂

行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

ロ　企業統治の体制を採用する理由

　　　　　当社は、上記体制を推進することにより、経営判断の透明性・合理性・公正性を確保するとともに、客観的かつ中立的な視

点で経営を有効に監視することができるものと判断しております。

　　　ハ　内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

　　　　・平成19年6月より、内部統制システム構築の基本方針を策定し、全社への浸透・定着を推進しております。

　　　　・平成21年6月期から、内部統制報告書制度に対応した内部統制評価システムを本格的に運用実施しております。

　　　　・社長直属の独立機関として、社内各部門の業務監査を行う経営企画室を設置しております。

　　　　・管理本部は、取締役会の事務局として、コンプライアンスの監視に取り組んでおります。

　　　　・その他、顧問弁護士からコーポレート・ガバナンス体制、法律面等についての公正かつ適切な助言、指導を受けておりま

す。

　　　

　　　②内部監査及び監査役監査の状況

　　　　・内部監査は、社長直属の独立した業務監査部門である経営企画室により実施しております。法令順守、内部統制の有効性と

効率性、リスクマネジメントの検証等について、各部門の監査を実施し、チェック・指導を行う体制をとっておりま

す。

　　　　・監査役監査は、非常勤監査役２名により実施しております。監査役は取締役会その他の重要な会議に出席するとともに、取

締役の経営戦略の意思決定及び業務執行状況について監査を行っております。

　　　　・監査役は経営企画室、監査法人と定期的に情報交換を行うなど、有機的に連携をしております。

 

　　　③社外取締役及び社外監査役の状況

　　　　　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役２名及び社外監査役２名と当社との間には、特別な人的関係、資本的関係及び取引関係はなく、当社の事業関

係における業務執行者にも該当しない独立性の高い立場にあります。

 

④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

15,425 15,425 － － － ３

監査役
(社外監査役を除く。)

－ － － － － －

社外役員 5,100 5,100 － － － ４

　　　 ロ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

　　　　　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　　　 ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（名） 内　容
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11,805 １ 管理本部長として兼務

ニ　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は、役員の基本報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めておりません。

 

　　　⑤株式の保有状況

イ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的である株式

銘柄数　　　　　　　　　　　　　１銘柄

貸借対照表計上額の合計額　　　 　0千円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的のうち、

当事業年度における貸借対照表計上額が資本金の額の100分の1を超える銘柄

該当事項はありません。

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

⑥会計監査の状況

当社の業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び当社に係る継続監査の年数及び監査業務に係る補助

者は次のとおりであります。

資格 氏名 所属する監査法人名 継続監査年数(注)1

公認会計士 三浦　昭彦 アーク監査法人 ―

公認会計士 冨岡　慶一郎 アーク監査法人 ―

　　　　　　（注）1.継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　　　　　　　　2.監査業務に係る補助者の構成は監査法人の監査計画に基づき決定されております。

　　　　　　　　　　具体的には、公認会計士及び試験合格者を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加えて構成されて

おります。

 

⑦取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が株主総

会に出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任については、累積投票に

よらない旨を定款に定めております。

 

⑨株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項各号に定める株主総会の特別決議要件は、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株

主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものでありま

す。

 

⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　　イ　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得するこ

とができる旨を定款に定めております。これは、自己株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動的な資本

政策の遂行が行えるようにすることを目的とするものであります。

　　ロ　中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年12月31日を基準日として中間配当をす

ることができる旨を定款で定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的とするもの

であります。

　　ハ　取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であった

ものを含む。）の同法第423条第１項の賠償責任につき、取締役会の決議によって、法令の定める限度において、その

責任を免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役がその期待される役割を十分に
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発揮できるようにすることを目的とするものであります。

 

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

 監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

 監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

12,000 ― 12,000 ―

 

② 【その他重要な報酬の内容】

　前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

監査公認会計士等から提示された監査報酬の見積りを基礎として、当社の規模や特性、監査日数等の諸要

素を勘案し、報酬水準の必要十分性を検討しております。
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第５【経理の状況】
 

１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成21年７月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成22年７月１日から平成23年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成21年７月１日から平成22年６月30日ま

で）及び当事業年度（平成22年７月１日から平成23年６月30日まで）の財務諸表について、アーク監査法人により監査

を受けております。

 

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第９期事業年度　　　あずさ監査法人

第10期事業年度　　　アーク監査法人

 

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

（1）異動に係る監査公認会計士等の名称

　　 選任する監査公認会計士等の名称

　　 名称　　アーク監査法人

　　 退任する監査公認会計士等の名称

　　 名称　　あずさ監査法人

 

（2）異動の年月日

　　 平成21年9月29日

 

（3）退任する監査公認会計士等の直近における就任年月日

　　 平成20年10月6日

 

（4）退任する監査公認会計士等が直近3年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　 該当事項はありません。

 

（5）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　　 当社の第９期（平成20年7月1日から平成21年6月30日まで）に係る監査の終了をもって、当社の監査

公認会計士等であるあずさ監査法人が契約満了により退任されますので、その後任としてアーク監査法人を新た

に選任するものであります。

 

　　　　 （6）（5）の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

　　　　　　　特段の意見はない旨の回答を得ております。

 

 

 

３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている場合

当社は、以下のとおり財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するために、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し

ております。また、監査法人等による研修への参加、会計専門誌等による情報収集を行っております。　
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成22年６月30日)

当事業年度
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 163,658 ※3
 104,741

売掛金 29,880 53,707

商品 4,376 39,737

仕掛品 181 －

原材料及び貯蔵品 9,257 424

前渡金 5,798 －

前払費用 6,353 4,311

未収入金 152,762 29,040

未収消費税等 － 5,447

その他 4,708 2,298

貸倒引当金 － △800

流動資産合計 376,977 238,910

固定資産

有形固定資産

建物 18,139 －

減価償却累計額 △9,705 －

建物（純額） 8,434 －

車両運搬具 － 857

減価償却累計額 － △71

車両運搬具（純額） － 785

工具、器具及び備品 28,339 6,077

減価償却累計額 △24,013 △5,060

工具、器具及び備品（純額） 4,325 1,016

有形固定資産合計 12,760 1,802

無形固定資産

のれん － 20,833

ソフトウエア 3,208 3,131

無形固定資産合計 3,208 23,964

投資その他の資産

投資有価証券 113 －

関係会社株式 12,761 0

長期前払費用 4,937 3,375

差入保証金 3,471 1,362

長期預金 50,000 －

長期未収入金 23,400 －

その他 － 0

投資その他の資産合計 94,685 4,737

固定資産合計 110,654 30,505
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（単位：千円）

前事業年度
(平成22年６月30日)

当事業年度
(平成23年６月30日)

資産合計 487,631 269,415

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 16,812 53,122

1年内返済予定の長期借入金 23,878 17,030

1年内償還予定の社債 40,000 ※3
 40,000

未払金 13,833 16,577

未払費用 7,008 9,265

未払法人税等 986 5,460

前受金 37,647 －

預り金 4,463 －

製品保証引当金 3,301 －

その他 1,903 1,160

流動負債合計 149,834 142,617

固定負債

社債 120,000 ※3
 80,000

長期借入金 17,030 －

固定負債合計 137,030 80,000

負債合計 286,864 222,617

純資産の部

株主資本

資本金 149,055 211,548

資本剰余金

資本準備金 142,955 205,448

その他資本剰余金 650,555 650,555

資本剰余金合計 793,510 856,003

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △705,612 △987,268

利益剰余金合計 △705,612 △987,268

自己株式 △36,225 △36,225

株主資本合計 200,728 44,058

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37 －

評価・換算差額等合計 37 －

新株予約権 － 2,740

純資産合計 200,766 46,798

負債純資産合計 487,631 269,415
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年６月30日)

当事業年度
(自 平成22年７月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高

商品売上高 1,031,320 248,223

テクニカル売上高 ※5
 182,003 47,110

売上高合計 1,213,323 295,334

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 472,923 4,376

当期商品仕入高 574,391 235,675

合計 1,047,314 240,052

他勘定振替高 ※1
 39,486

※1
 5,071

商品期末たな卸高 4,376 39,737

商品評価損 － 242

商品売上原価 1,003,451 195,485

テクニカル売上原価 ※5
 268,350 45,367

売上原価合計 1,271,801 240,852

売上総利益又は売上総損失（△） △58,478 54,481

販売費及び一般管理費 ※2
 331,943

※2
 284,627

営業損失（△） △390,421 △230,145

営業外収益

受取利息 336 73

受取配当金 － 7

受取賃貸料 ※5
 5,504 5,376

雑収入 ※5
 501 716

営業外収益合計 6,341 6,172

営業外費用

支払利息 6,970 853

社債利息 2,269 1,774

債権売却損 2,686 －

為替差損 3,595 7,285

支払手数料 5,500 7,493

貸倒損失 － 1,182

雑損失 3,739 3,759

営業外費用合計 24,761 22,348

経常損失（△） △408,842 △246,321

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,054 －

製品保証引当金戻入額 － 752

特別利益合計 1,054 752
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年６月30日)

当事業年度
(自 平成22年７月１日
　至 平成23年６月30日)

特別損失

固定資産売却損 844 －

固定資産除却損 ※3
 1,773 －

減損損失 ※6
 2,421

※6
 10,579

関係会社株式評価損 － ※7
 12,761

本社移転費用 4,715 －

事業整理損 19,522 8,485

特別損失合計 29,277 31,826

税引前当期純損失（△） △437,065 △277,395

法人税、住民税及び事業税 359 4,260

法人税等合計 359 4,260

当期純損失（△） △437,424 △281,655
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【テクニカル売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年７月１日
  至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
  至　平成23年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比
（％）

Ⅰ　材料費 ※1  217,67681.1  35,75479.1

Ⅱ　労務費   35,44113.2  3,6998.2

Ⅲ　経費 ※2  15,2715.7  5,73212.7

当期テクニカル費用   268,389100.0  45,186100.0

期首仕掛品たな卸高   141   181  

合計   268,531  45,367 

期末仕掛品たな卸高   181    －  

当期テクニカル売上原価   268,350  45,367 

        

 

(注)※１.関係会社との取引高は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

材料費（千円） 21,835 15,201

 

(注)※２.主な内訳は次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

旅費交通費（千円） 　　　　　　　　　6,224 2,200

地代家賃（千円） 2,347    72

荷造運賃（千円） 2,099 1,509

 

 

（原価計算の方法）

当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年６月30日)

当事業年度
(自 平成22年７月１日
　至 平成23年６月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 149,055 149,055

当期変動額

新株の発行 － 62,492

当期変動額合計 － 62,492

当期末残高 149,055 211,548

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 142,955 142,955

当期変動額

新株の発行 － 62,492

当期変動額合計 － 62,492

当期末残高 142,955 205,448

その他資本剰余金

前期末残高 650,555 650,555

当期末残高 650,555 650,555

資本剰余金合計

前期末残高 793,510 793,510

当期変動額

新株の発行 － 62,492

当期変動額合計 － 62,492

当期末残高 793,510 856,003

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △268,188 △705,612

当期変動額

当期純損失（△） △437,424 △281,655

当期変動額合計 △437,424 △281,655

当期末残高 △705,612 △987,268

利益剰余金合計

前期末残高 △268,188 △705,612

当期変動額

当期純損失（△） △437,424 △281,655

当期変動額合計 △437,424 △281,655

当期末残高 △705,612 △987,268

自己株式

前期末残高 △36,225 △36,225

当期末残高 △36,225 △36,225
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年６月30日)

当事業年度
(自 平成22年７月１日
　至 平成23年６月30日)

株主資本合計

前期末残高 638,152 200,728

当期変動額

新株の発行 － 124,985

当期純損失（△） △437,424 △281,655

当期変動額合計 △437,424 △156,670

当期末残高 200,728 44,058

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 － 37

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

37 △37

当期変動額合計 37 △37

当期末残高 37 －

新株予約権

前期末残高 － －

当期変動額

新株予約権の発行 － 2,740

当期変動額合計 － 2,740

当期末残高 － 2,740

純資産合計

前期末残高 638,152 200,766

当期変動額

新株の発行 － 124,985

当期純損失（△） △437,424 △281,655

新株予約権の発行 － 2,740

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 37 △37

当期変動額合計 △437,387 △153,967

当期末残高 200,766 46,798
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年６月30日)

当事業年度
(自 平成22年７月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △437,065 △277,395

減価償却費 7,789 4,650

減損損失 2,421 10,579

のれん償却額 － 4,166

長期前払費用の増減額（△は増加） 640 942

差入保証金償却額 － 1,333

製品保証引当金の増減額（△は減少） △8,047 △3,301

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,054 800

受取利息及び受取配当金 △336 △80

為替差損益（△は益） △2,739 9,188

支払利息 9,240 2,628

固定資産売却損益（△は益） 844 －

固定資産除却損 1,773 －

事業整理損失 － 1,304

関係会社株式評価損 － 12,761

売上債権の増減額（△は増加） 77,934 △23,827

たな卸資産の増減額（△は増加） 640,915 1,058

その他の資産の増減額（△は増加） 93,411 82,662

仕入債務の増減額（△は減少） △104,234 36,309

未払費用の増減額（△は減少） △16,086 2,669

その他の負債の増減額（△は減少） △73,567 △38,849

その他 2,561 3,296

小計 194,401 △169,102

利息及び配当金の受取額 346 125

利息の支払額 △9,705 △3,040

法人税等の支払額 △908 △1,899

営業活動によるキャッシュ・フロー 184,134 △173,917

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △37,000 △61,000

定期預金の払戻による収入 48,000 33,000

長期預金の解約による収入 － 50,000

有形固定資産の取得による支出 △3,785 △198

有形固定資産の売却による収入 1,775 9,099

無形固定資産の取得による支出 － △3,600

無形固定資産の売却による収入 － 32,394

のれんの取得による支出 － △25,000

投資有価証券の売却による収入 － 211

出資金の払込による支出 10 －

差入保証金の差入による支出 △3,392 △2,565
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成21年７月１日
　至 平成22年６月30日)

当事業年度
(自 平成22年７月１日
　至 平成23年６月30日)

差入保証金の回収による収入 18,925 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 24,532 32,342

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △347,000 －

長期借入金の返済による支出 △69,122 △23,878

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

株式の発行による収入 － 124,985

新株予約権の発行による収入 － 2,740

財務活動によるキャッシュ・フロー △456,122 63,847

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,739 △9,188

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △244,714 △86,916

現金及び現金同等物の期首残高 399,373 154,658

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 154,658

※
 67,741
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【継続企業の前提に関する事項】
前事業年度

（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

当社は、前事業年度において営業損失154,604千円、
経常損失179,844千円及び当期純損失268,188千円を計
上したことに引き続いて、当事業年度においても営業
損失390,421千円、経常損失408,842千円及び当期純損
失437,424千円を計上しております。当該状況により、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況
が存在しております。
当社は、当該状況を解消すべく「中期経営計画」を
策定し、以下の施策を着実に実行してまいります。
（1）「中期経営計画」の実行
①経営体制及び営業体制の刷新
当社は、ベンチャー企業の精神に立ち返って、平成
21年7月に就任した代表取締役のもと、平成22年9月
に新たに選任した取締役2名とともに、トップマネジ
メントの経営意思決定を迅速に実行するための経営
体制を再構築してまいります。
②LED照明販売事業の展開
当社は、平成21年12月に日本エーエム株式会社と
の間でLED照明販売事業の業務提携の基本契約を締
結しておりましたが、平成22年9月7日に同社の販売
代理店の承継等の提携関係の強化契約を締結し、本
格的にLED照明販売事業を推進してまいります。
③優良なLED照明商品の開拓
当社は、日進月歩するLED照明商品に対し常に最適
な提案ができる体制創りをするために、当社の既存
の情報収集ルート等を活用し、仕入ルートの開拓や
優良商品の確保等を図ってまいります。
④関連分野への積極的な進出
当社は、LED照明販売事業にとどまらず、環境に関
連する提案型のビジネススキームを構築し、積極的
に事業提携等を行ってまいります。
⑤半導体事業の再構築
当社が設立以来展開してまいりました半導体事業
は、業界の低迷の長期化や当社の個別事情により複
数のプロダクトが終了いたしましたが、今後は当社
が構築してきた事業ノウハウをもとに、回復しつつ
ある市場ニーズに対応した新たなプロダクトを獲得
すべく、半導体事業の再構築を行ってまいります。
（2）コストの削減
　本社事務所の移転による賃料の削減や不採算事業の
縮小に伴う人員の削減等により、固定費を圧縮して収
益力を高めてまいります。
（3）財務基盤の強化
　今後返済期日を迎える有利子負債については、引受先
金融機関と緊密な関係を維持し、返済条件の変更等も
含めた協議を進めてまいります。また、引き続き第三者
割当増資の実行に向け、投資家との交渉を継続し、自己
資本の充実を図る所存であります。
 
しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、計画
が達成されない場合は、資金不足に陥る可能性がある
ため、現時点においては継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められます。
なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されて
おり、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響
を財務諸表には反映しておりません。

当社は、前事業年度において営業損失390,421千円、

経常損失408,842千円及び当期純損失437,424千円を

計上したことに引き続いて、当事業年度においても営

業損失230,145千円、経常損失246,321千円及び当期純

損失281,655千円を計上しております。当該状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しております。　　

当社は、当該状況を解消すべく「中期経営計画」を

策定し、以下の施策を着実に実行してまいる所存であ

ります。

①経営体制の強化

当社は、平成23年１月に就任した代表取締役、平成

23年６月に新たに選任した取締役３名を含めた取締

役５名によって、事業戦略を構築し、経営の意思決定

を迅速に実行するための経営体制を再構築してまい

ります。

②LED照明販売事業の展開

当面、主要顧客であり、戦略的パートナーと位置付

ける株式会社ヤマダ電機との連携強化を進め、同社

の直営店舗のLED照明化の受注並びに同社の推進し

ている「あかりレンタル」事業の支援を通じて、販

売拡大を推進していく所存です。同時に、LED照明化

を企図する顧客開拓を進め、顧客基盤の拡充を図る

とともに、既存代理店との関係強化に努め、販売基盤

の拡充を推進してまいります。

さらに、今後の主力仕入先と位置付けております

株式会社共立電機製作所と共同でトンネル灯や街路

灯など公共機関や自治体等への入札案件に取組み、

事業実績の積み上げを図ってまいります。

③LED照明開発サポート

株式会社共立電機製作所との連携を強化し、同社

に顧客ニーズをフィードバックすることで、競争力

のある商品開発サポートを実施するとともに、当社

の主力商品としての安定供給体制を確立してまいり

ます。

④新規事業開発

業務提携契約を締結した株式会社ASK及び株式会

社アールアンドアールの協力を得ながら、両社が得

意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推

進してまいります。

 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、計画

が達成されない場合は、資金不足に陥る可能性がある

ため、現時点においては継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。
なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されて
おり、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響
を財務諸表には反映しておりません。
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

(1)その他有価証券

時価のあるもの

―

 時価のないもの

     移動平均法による原価法を採用し

ております。

時価のないもの

―

 

 (2)関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(2)関係会社株式

同左

 

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法
時価法によっております。 ―

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

商品(装置)、仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

商品(装置)、仕掛品　 

―

 商品(部品)、原材料

　総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっておりま

す。

商品(部品)、原材料　 

―

 商品

―

商品

　総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっております。

 貯蔵品　　　　　　 

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）による原価法によってお

ります。

貯蔵品　　　　　　

同左

４．固定資産の減価償却の

方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　８～15年

工具、器具及び備品　３～12年

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

車両運搬具　２年

工具、器具及び備品　３～10年

 (2)無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっておりま

す。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

同左

 (3)長期前払費用

定額法によっております。

(3)長期前払費用

同左
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５．繰延資産の処理方法

 

　　　　　　　　―

 

株式交付費

　支出時に全額費用としております。

 

６．引当金の計上基準 　　　　　　　　―

 

 

 

 

 

 

製品保証引当金

　将来発生する製品の無償サービス費用

に備えるため、製品ごとの過去の支出実

績率を基礎として算出した無償サービス

費用の見積額を引当金として計上してお

ります。

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

 

　　　　　　　　―

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。な

お、為替予約については、振当処理の要

件を満たしている場合には振当処理を

採用しております。

　　　　　　　　―

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段）　(ヘッジ対象）

為替予約　　　外貨建金銭債権債務等

　　　　　　　　―

 (3)ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを

回避する目的で為替予約取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

―

 (4)ヘッジの有効性評価の方法

為替予約については、為替予約の締結

時に、リスク管理方針に従って、同一通

貨建による同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれ振当てているため、その

後の為替相場の変動による相関関係は

完全に確保されているので決算日にお

ける有効性の評価を省略しております。

―

８．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲

　キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左

９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

――

 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

 

 

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

（貸借対照表）

前事業年度において流動資産に区分掲記しておりまし

た「原材料」、「貯蔵品」は、当事業年度より「原材料及

び貯蔵品」として表示しております。

（貸借対照表関係）

１　前事業年度において区分掲記しておりました「前渡

金」（当事業年度末残高1,356千円）は、資産の総額の

100分の１以下となったため、当事業年度においては流動

資産の「その他」に含めて表示しております。

 

２　前事業年度において流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「未収消費税等」（前事業年度末残

高4,172千円）は、資産の総額の100分の１を超えたため、

当事業年度より区分掲記しております。

 

３　前事業年度において区分掲記しておりました「預り

金」（当事業年度末残高964千円）は、負債及び純資産の

合計額の100分の１以下となったため、当事業年度におい

ては流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年６月30日）

当事業年度
（平成23年６月30日）

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額　　　　400,000千円

貸出実行残高　　　　　　　　　　　0千円

差引額　　　　　　　　　　　400,000千円

１．　　　　　　　　　 ―

※２．関係会社に対する負債

　　　買掛金　3,098千円

２．　　　　　　　　　―

 

３.　　　　　　　　　　― ※３．担保資産及び担保付債務

　　  担保に供している資産は次のとおりであります。

　　　　　　預金　　　　　　　　　　28,000千円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

　　　　　　1年以内償還予定債務　　 40,000千円

　　　　　　社債　　　　　　　　　　80,000千円　

　　　 計                    120,000千円

 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

※１．他勘定振替高の主たるものは、過年度仕入に係る装

置品につき返品したことによる、未収入金への振替

高であります。

※１．他勘定振替高の主たるものは、ＬＥＤ商品をサンプ

ル品として提供したことによる販売促進費への振

替高であります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は57％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は42％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運賃　　　　　　　　　　14,338千円

旅費交通費　　　　　　　　　19,386千円

役員報酬　　　　　　　　　　27,819千円

給与手当　　　　　　　　　 119,785千円

支払手数料　　　　　　　　　29,300千円

顧問料　　　　　　　　　　　31,899千円

減価償却費　 　　　　　　　　4,377千円

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は55％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は45％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造運賃　　　　　　　　　　  7,816千円

旅費交通費 　　　　　　　　  14,225千円

役員報酬　 　　　　　　　　  20,525千円

給与手当　 　　　　　　　　  94,690千円

法定福利費　　　　　　　　　 15,732千円

地代家賃　　　　　　　　　　  9,320千円

支払手数料 　　　　　　　　  44,369千円

顧問料    　　　　　　　　   17,246千円

減価償却費 　　　　　　　　   3,506千円

貸倒引当金繰入額　　　　　　　　800千円

※３．固定資産除却損の主な内容は、次のとおりでありま

す。

　　　　工具、器具及び備品　　　　　　　　 81千円

　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　1,643千円

３．                  ―

 

 

 

※４. 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

　　　ます。

         工具・器具及び備品　　　81千円

　　　　 ソフトウェア　 　　　1,643千円

 

４.　　　　　　　　　 ―
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※５．関係会社に対する取引は、次のとおりであります。

　　　　テクニカル売上高　　　 4,010千円

　　　　テクニカル売上原価　　21,835千円

　　　　受取賃貸料　　　　　　　 239千円

　　　　雑収入　　　　　　　　　　 0千円

 

５．　　　　　　　　　　―

 

 

※６．減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類

本社

（神奈川県横浜市）
本社設備 建物附属設備

（１）資産のグルーピングの方法

当社は、原則として、事業用資産については事業

を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを

行っております。また、本社設備については、独立し

たキャッシュ・フローを生み出さないことから共

用資産としております。

（２）減損損失の認識に至った経緯

共用資産である本社の移転を決議したことに伴

い、当該設備を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しております。

（３）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定し

ております。

（４）減損損失の金額

減損処理額2,421千円を減損損失として特別損失に

計上しております。

※６．減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類

横浜テクニカルセン

ター

（神奈川県横浜市）

半導体事業

関連設備

建物

工具、器具及

び備品

本社

（東京都港区）
本社設備等

工具、器具及

び備品

ソフトウェア

（１）資産のグルーピングの方法

当社は、原則として、事業用資産については事業

を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを

行っております。また、本社設備については、独立し

たキャッシュ・フローを生み出さないことから共

用資産としております。

（２）減損損失の認識に至った経緯

半導体事業の事業活動の一時凍結を決定したこ

とに伴い、半導体事業に関連する設備及びこれに関

連する本社設備等を処分による回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま

す。

（３）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定し

ております。

（４）減損損失の金額

減損処理額10,579千円を減損損失として特別損

失に計上しております

７．　　　　　　　　　― ※７．関係会社株式評価損 

　　　関係会社株式評価損は、持分法を適用しない関連会

社㈱アークステーションに係わるものであります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度　（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式     

普通株式 50,623株 ― 株  ― 株 50,623株

自己株式     

普通株式 338株 ― 株 ― 株 338株

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 

当事業年度　（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式     

普通株式（注） 50,623株 56,333株 ― 106,956株

自己株式  ― ― ―

普通株式 338株 ― ― 338株

（注）普通株式の当期増加株式数56,333株は、第三者割当増資の払込を受けたことによるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

会社名等 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

提出会社
第５回新株予約
権 (平成23年６
月30日発行)

普通株式 ― 20,000 ― 20,000 2,740

合　計 ― ― ― ― ― 2,740

(注)　１　目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。

２　第５回新株予約権の増加は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議の基づき発行したことによります。

　　　　３　第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成22年6月30日現在）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成23年6月30日現在）

現金及び預金勘定                    163,658（千円）

預入期間が3ヶ月を超える定期預金       9,000

 

現金及び現金同等物                  154,658

 

現金及び預金勘定 　　　　           104,741（千円）

預入期間が3ヶ月を超える定期預金      37,000

 

現金及び現金同等物                   67,741

 

 

 

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額

相当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

工具器具及

び備品
9,380 7,130 2,249

合計 9,380 7,130 2,249

リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額

相当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

工具器具及

び備品
8,908 8,141 767

合計 8,908 8,141 767

２．未経過リース料期末残高相当額

1年内 2,303千円

1年超 2,742千円

合計 5,046千円

２．未経過リース料期末残高相当額

1年内 2,278千円

1年超 332千円

合計 2,610千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料　2,931千円

減価償却費相当額　2,806千円

支払利息相当額　273千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料　　　 　　2,343千円

減価償却費相当額　　　 1,369千円

支払利息相当額　　　　　 157千円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左
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（金融商品関係）

　前事業年度　（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）及び「金融商品の時価等の

開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年3月10日）を適用しております。

 

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定しております。資金調達については、銀行借入によるこ

とを基本的な取組方針としておりますが、経営戦略に照らし合わせて、市場の状況を勘案の上、社債発行又は増資等により必

要な資金を調達しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

海外企業との取引により生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。

借入金及び社債は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後４年であります。この

うち一部は金利変動リスクに晒されております。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従って、営業債権については、各事業部及び管理本部が主要な取引先の状況及び入金状況を定期

的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建て営業債務に係る為替変動リスクを抑制するために、為替予約取引を利用しております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

各部門からの報告に基づいて管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより

流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項　

平成22年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 163,658 163,658 －

（２）売掛金 29,880 29,880 －

（３）未収入金 152,762 152,762 －

（４）長期預金 50,000 49,418 △581

（５）長期未収入金 23,400 23,349 △50

資産計 419,702 419,069 △632

（１）買掛金 16,812 16,812 －

（２）1年内返済予定の長期借入金 23,878 24,369 491

（３）1年内償還予定の社債 40,000 41,859 1,859

（４）前受金 37,647 37,647 －

（５）社債 120,000 121,977 1,977

（６）長期借入金 17,030 16,600 △429

負債計 255,367 259,267 3,899

 

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資産

　　（１）現金及び預金、（２）売掛金、（３）未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（４）長期預金
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この時価については、元利金の合計額を新規に同様の預金に預け入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

（５）長期未収入金

この時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

 

負債

（１）買掛金、（４）前受金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（２）１年内返済予定の長期借入金、（３）１年内償還予定の社債、（５）社債、（６）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。

　　　

（注）２.金銭債権の決算日後の償還予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 163,658 － － －

売掛金 29,880 － － －

未収入金 152,762 　－ － －

長期預金 － 50,000 － －

長期未収入金 － 23,400 － －

合計 346,300 73,400 － －

 

（注）３.社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

１年内返済予定の長期借入金 23,878 － － －

１年内償還予定の社債 40,000 － － －

社債 － 120,000 － －

長期借入金 － 17,030 － －

合計 63,878 137,030 － －

 

EDINET提出書類

株式会社ノア(E02990)

有価証券報告書

49/80



　当事業年度　（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定しております。資金調達については、銀行借入によるこ

とを基本的な取組方針としておりますが、経営戦略に照らし合わせて、市場の状況を勘案の上、社債発行又は増資等により必

要な資金を調達しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

海外企業との取引により生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。

借入金及び社債は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後２年であります。この

うち一部は金利変動リスクに晒されております。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従って、営業債権については、各事業部及び管理本部が主要な取引先の状況及び入金状況を定期

的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建て営業債務に係る為替変動リスクを抑制するために、為替予約取引を利用しております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

各部門からの報告に基づいて管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより

流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項　

平成23年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 104,741 104,741 ―

（２）売掛金 53,707 53,707 ―

（３）未収入金 29,040 29,040 ―

資産計 187,490 187,490 ―

（１）買掛金 53,122 53,122 ―

（２）1年内返済予定の長期借入金 17,030 17,044 14

（３）1年内償還予定の社債 40,000 41,353 1,353

（４）社債 80,000 80,913 913

負債計 190,152 192,434 2,282

 

（注）１.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資産

　　（１）現金及び預金、（２）売掛金、（３）未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

負債

（１）買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（２）1年内返済予定の長期借入金、（３）1年内償還予定の社債、（４）社債

これらの時価については、元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。

　　　

（注）２.金銭債権の決算日後の償還予定額

EDINET提出書類

株式会社ノア(E02990)

有価証券報告書

50/80



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
1年内

1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 104,741 ― ― ―

売掛金 53,707 ― ― ―

未収入金 29,040 ― ― ―

合計 187,490 ― ― ―

 

（注）３.社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 
1年内

1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

1年内返済予定の長期借入金 17,030 ― ― ―

1年内償還予定の社債 40,000 ― ― ―

社債 ― 80,000 ― ―

合計 57,030 80,000 ― ―
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（有価証券関係）

前事業年度（自　平成21年７月１日　至　平成22年６月30日）

１．子会社及び関連会社株式

子会社及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式12,761千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券（平成22年６月30日）

（単位：千円）

区分 種類 取得原価
貸借対照表日におけ
る貸借対照表計上額

差額

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 111 73 37

小計 111 73 37

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 2 2 －

小計 2 2 －

合計 113 75 37

 

 

当事業年度（自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日）

１．子会社及び関連会社株式

子会社及び関連会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式　0千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券（平成23年６月30日）

　該当事項はありません。

 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券

　　　当事業年度中に売却したその他有価証券は、重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

４．減損処理を行った有価証券

　　　当事業年度において、関係会社株式について12,761千円減損処理を行っております。

　　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式の減損処理にあたっては、財務状態等を勘案し必要と認めら

れた額について減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成21年７月１日　至　平成22年６月30日）

１.　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

（単位：千円）

区分 取引の種類 契約額等
契約額等のう

ち1年超
時価 評価損益

市場取引以外の取引

為替予約取引

　売建

　　米ドル

 

 

80,103

 

 

－

 

 

△1,903

 

 

△1,903

（注）1.時価の算定方法　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２.　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

 

当事業年度（自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

　　 当社は、確定拠出型退職給付制度として、確定拠出年金

制度を採用しております。

１．採用している退職給付制度の概要

　　 当社は、確定拠出型退職給付制度として、確定拠出年金

制度を採用しております。

２．退職給付費用に関する事項

確定拠出型退職給付制度に係る費用　　4,026千円

２．退職給付費用に関する事項

確定拠出型退職給付制度に係る費用　　1,535千円
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(ストック・オプション等関係)

前事業年度（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(１) ストック・オプションの内容

 
第３回

ストック・オプション
第４回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 取締役１名　従業員２名 従業員４名

ストック・オプションの数 普通株式　48株 普通株式　64株

付与日 平成16年３月30日 平成16年９月21日

権利確定条件

付与日（平成16年３月30日）
以降、権利確定日（平成18年３
月31日）まで継続して勤務し
ている。

付与日（平成16年９月21日）
以降、権利確定日（平成18年７
月31日）まで継続して勤務し
ている。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間

自　平成18年３月31日
至　平成23年３月30日

ただし、権利確定後退職した場
合は行使できない。

自　平成18年７月31日
至　平成23年７月30日

ただし、権利確定後退職した場
合は行使できない。

 
 
(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して
記載しております。

①　ストック・オプションの数

 第３回
ストック・オプション

第４回
ストック・オプション

権利確定前（株）   

期首 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

期首 88 72

権利確定 ― 　　　―

権利行使 ― ―

失効 40 8

未行使残 48 64

 

②　単価情報

 第３回
ストック・オプション

第４回
ストック・オプション

権利行使価格(円) 25,000 38,750

行使時平均株価(円) ― ―

公正な評価単価 (付与日)(円) ― ―

 

 

当事業年度（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(１) ストック・オプションの内容
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第３回

ストック・オプション
第４回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 取締役１名　従業員２名 従業員４名

ストック・オプションの数 普通株式　48株 普通株式　64株

付与日 平成16年３月30日 平成16年９月21日

権利確定条件

付与日（平成16年３月30日）
以降、権利確定日（平成18年３
月31日）まで継続して勤務し
ている。

付与日（平成16年９月21日）
以降、権利確定日（平成18年７
月31日）まで継続して勤務し
ている。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間

自　平成18年３月31日
至　平成23年３月30日

ただし、権利確定後退職した場
合は行使できない。

自　平成18年７月31日
至　平成23年７月30日

ただし、権利確定後退職した場
合は行使できない。

 
(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して
記載しております。

①　ストック・オプションの数

 第３回
ストック・オプション

第４回
ストック・オプション

権利確定前（株）   

期首 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後（株）   

期首 48 64

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 48 24

未行使残 ― 40

 

②　単価情報

 第３回
ストック・オプション

第４回
ストック・オプション

権利行使価格(円) 25,000 38,750

行使時平均株価(円) ― ―

公正な評価単価 (付与日)(円) ― ―
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（税効果会計関係）
前事業年度

（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 321,538千円

　商品評価損損金不算入額 144千円

　製品保証引当金損金不算入額 1,343千円

　投資有価証券評価損損金不算入額 1,431千円

　その他 500千円

　評価性引当金額 △324,958千円

繰延税金資産計 ― 千円

繰延税金資産

　税務上の繰越欠損金 417,709千円

　商品評価損損金不算入額 96千円

　貸倒引当金損金不算入額 320千円

　投資有価証券評価損損金不算入額 5,109千円

　貸倒損失損金不算入額 473千円

　その他 32千円

　評価性引当金額 △423,742千円

繰延税金資産計 ― 千円

繰延税金負債

―

繰延税金負債

―

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　 　課税所得が発生していないため、記載を省略しており

ます。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

同左

 

 

 (企業結合等関係)

前事業年度（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

該当事項はありません。

 
 
 
当事業年度（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

　取得による企業結合
　（１）企業結合の概要
　　①被取得企業の名称及び事業の内容
　　　被取得企業の名称　　　日本エーエム株式会社
　　　事業の内容　　　　　　ＬＥＤ照明機器販売事業
　　②企業結合を行った主な理由
　　　ＬＥＤ照明機器販売事業における、ＬＥＤ照明市場での事業基盤の強化構築を図るため。
　　③企業結合日
　　　平成22年９月７日
　　④企業結合の法的形式
　　　事業譲受
　　⑤取得企業を決定するに至った根拠
　　　当社は、平成21年12月15日に日本エーエム株式会社とのＬＥＤ事業に関する業務提携契約を行い、両社が得意とするネット
ワーク機能を複合的かつ発展的に活用することで、単なる相乗効果に留まらず、常時先進的な商品をワンストップで提供で
きる販売体制の構築により、ＬＥＤ事業の実績の積上げを図ってまいりました。
そのような中、ＬＥＤ照明市場が今後急速に成長を遂げて行く魅力的な市場として、市場参加者の急速な拡大や競争の激
化しつつある状況下に、この市場で十分な収益をあげ、迅速にポジショニングを確保するために、日本エーエム株式会社より
販売代理店の一部及び同社におけるＬＥＤ事業に関する一部の従業員の移管を受けることと致しました。

 
　（２）財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間
　　　平成22年９月７日から平成23年６月30日
 

　（３）被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　　取得の対価　　　　　企業結合日に譲受したＬＥＤ事業の対価　　　　2,500万円　

　　　　取得の原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,500万円

 

　（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　①発生したのれんの金額

　　　2,500万円
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　　②発生原因

　　　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

　　③償却の方法及び償却期間

　　　５年間にわたる均等償却

 

　（５）企業結合が当事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当事業年度に係る損益計算書に及ぼす影響の概算額及び

その算定方法

　　　　概算額の算定が困難なため記載を省略しております。

 

 

（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年６月30日）

該当事項はありません。

 

 

（賃貸等不動産関係）

　　前事業年度（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

　　　賃貸等不動産を保有していないため、該当事項はありません。

 

　　当事業年度（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

　　　賃貸等不動産を保有していないため、該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成21年7月1日　至　平成22年６月30日)

　当社は、半導体事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当該事業年度（自　平成22年7月1日　至　平成23年６月30日)

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち独立分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分の決

定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業のカテゴリー別に「半導体事業」及び「LED照明機器販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

当社は、「半導体事業」として、①半導体製造装置メーカーとの代理店契約に基づいた新品装置の販売事業、②中古半導体製造

装置を査定して買い取り、リファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の生産ラインに合わせて据付け調整、動作確認、立

上げまで実施して通常３ヶ月間の品質保証付きで納入するリファブ装置の販売事業、③半導体装置のリファービッシュ（修理・

再生）・据付け・保守など技術サービス及び補修部品の販売事業、さらに④デバイスの試作や設計等に係るソフトウェアの販売

・保守・アプリケーションサポートを行っておりましたが、平成23年１月27日に既報のとおり、半導体事業の事業活動を一時凍

結することを決定しております。

一方、「LED照明機器販売事業」としましては、LED照明機器を①小売流通店舗、物流倉庫、オフィスビルや官公庁等の顧客にLED

照明機器を販売する事業、②代理店契約（平成23年６月現在で53件）を締結している卸売先及びLED照明機器のリース・レンタ

ル事業を営んでいる会社等にLED照明機器を販売する事業を行っております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり、報告セグメントの

利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
財務諸表計上額

（注1）半導体関連事業
LED照明機器販

売事業
計

売上高

　外部顧客への売上高

セグメント間の内部

売上高又は振替高計

 

72,581

 

―

 

222,752

 

―

 

295,334

 

―

 

―

 

―

 

295,334

 

―

計 72,581 222,752 295,334 ― 295,334

セグメント損失（△） △32,292 △197,853△230,145 ― △230,145

その他の項目

　減価償却費

　のれんの償却額

　減損損失

 

1,582

―

7,852

 

3,067

4,166

―

 

4,650

―

7,852

 

―

―

2,727

 

4,650

4,166

10,579

（注）1.セグメント損失は、損益計算書の営業損失と一致しております。

2.資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないため、事業セグメントに配分

しておりません。
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（追加情報）

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメン

ト情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。

 

 

【関連情報】

当該事業年度(自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日)

１　製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社ヤマダ電機 49,054 LED照明機器販売事業

株式会社デジアイズ 35,437 LED照明機器販売事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当該事業年度(自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当該事業年度(自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日)

（単位：千円）

 
報告セグメント

全社・消去 合計
半導体関連事業 LED照明機器販売事業

当期償却額 ― 4,166 ― 4,166

当期末残高 ― 20,833 ― 20,833

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当該事業年度　（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

　　　該当事項はありません。

 

 

（持分法損益等）

前事業年度（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

　　　利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

　　　利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自平成21年７月１日　至平成22年６月30日）

　　　有価証券報告書における開示が必要となる取引がないため、開示を省略しています。

 

当事業年度（自平成22年７月１日　至平成23年６月30日）

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

（１）親会社及び法人主要株主等

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金又

は

出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

法人主要

株主

株式会社

デジアイ

ズ

岩手県

奥州市
50,000

包装・荷造

機械製造業

（被所有）

直接 5.8

当社取扱

いの製品

販売

LED照明機

器の販売
35,437売掛金 662

※取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

　　（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

 

（２）役員及び個人主要株主等

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地

資本金

又は

出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役 員 及

び 個 人

主 要 株

主

溝邉乃利

雄
― ―

当社代表取

締役

（被所有）

直接 14.8

当社代表

取締役

金銭消費

貸借契約
20,000― ―

 

※取引条件及び取引条件の決定方針等

　　 （注1）利率については、市場金利を勘案して決定しております。

 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日）

当事業年度
（自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日）

 

１株当たり純資産額 3,992.58円

１株当たり当期純損失金額(△) △8,698.90円

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。
　

 

１株当たり純資産額 413.24円

１株当たり当期純損失金額(△) △4,857.22円

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。
　

(注)　算定上の基礎

１.　１株当たり純資産額

 
前事業年度

(自　平成21年７月１日
至　平成22年６月30日)

当事業年度
(自　平成22年７月１日
至　平成23年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 200,766 46,798

普通株式に係る純資産額（千円） 200,766 46,798

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当

たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る事業年度末の純資産額との差額の主

な内訳（千円）

― ―

普通株式の発行済株式数（株） 50,623 106,956

普通株式の自己株式数（株） 338 338

１株当たり純資産の算定に用いられた普通

株式の数（株）
50,285 106,618

２．１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

 
前事業年度

(自　平成21年７月１日
 至　平成22年６月30日)

当事業年度
(自　平成22年７月１日
 至　平成23年６月30日)

損益計算書上の当期純損失（△）（千円） △437,424 △281,655

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）（千円）

△437,424 △281,655

普通株式の期中平均株式数（株） 50,285 57,987

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳　

  

新株予約権（株） ― 20,000

普通株式増加数（株） ― 56,333

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類

 （新株予約権の数　　　112個)

第３回新株予約権　　 　48個

第４回新株予約権　　 　64個

新株予約権２種類

 （新株予約権の数　　20,040個)

第４回新株予約権　　　　40個

第５回新株予約権　　20,000個

 

 

次へ
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成21年7月1日　至　平成22年6月30日）

１．LED照明販売事業の譲受け

当社は、平成22年8月2日開催の取締役会において、以下のとおり、平成22年9月6日をもって、日本エーエム株式会社（以下、

「日本エーエム」という。）の一部事業である、LED事業を譲り受けることについて決議いたしました。

なお、本事業譲受けに係る資金は、同日別途決議いたしました平成22年9月3日開催予定の当社臨時株主総会において承認が得

られることを条件として実施する第三者割当による新株式発行等により調達することとしており、当該第三者割当の払込履行

を前提として本事業譲受けを実施するものです。

（1）事業譲受けの概要

①譲受け部門の内容

LED照明及びその部品等の販売、据付並びにメンテナンス業務及び関連する事業

　　②譲受け部門の経営成績

 平成22年3月期

売上高 647百万円

売上総利益 193百万円

営業利益 98百万円

　　③譲受け資産の項目及び金額

　資　　産

項目 帳簿価額

棚卸資産 70百万円

合計 70百万円

※上記譲受資産は平成22年4月30日現在のものであり、譲受期日の状況によっては変動する可能性があります。

※主要な仕入契約、販売特約店契約（94店舗）を継承するほか、当該事業に従事する従業員の一部が転籍（再雇用）する

予定であります。

　　④譲受け価額及び決済方法

　　　譲受け価額：370百万円

（内訳：のれん300百万円、LED在庫他70百万円、なお、譲受日譲受資産の状況によっては変動する可能性があ

ります。）

決済方法　：現金決済

（2）譲受けの日程

　　　平成22年8月2日　　取締役会決議・事業譲受契約締結

（平成22年9月3日　　第三者割当承認臨時株主総会日）

（平成22年9月6日　　第三者割当払込期日）

　平成22年9月6日　　事業譲受日

（3）相手先の概要

①　商号 日本エーエム株式会社

②　主な事業内容 LED照明機器、配線器具、配電・制御機器及び、これらの関連商品並びに応用装置の販

売。

③　設立年月日 1986年5月7日

④　所在地 東京都中央区東日本橋二丁目24番12号

⑤　代表者 代表取締役　守田　俊彦

⑥　資本金 2億3,000万円

⑦　従業員 52名
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⑧　大株主構成及び資本比率

 三新株式会社 22.0％ 

 有限会社GSキャピタル 20.6％ 

 有限会社ゴールデンスター 20.6％ 

 守田俊彦 17.6％ 

 溝邉乃利雄 12.2％ 

 萩原康三 7.0％ 

 

 

２．第三者割当による新株式の発行、転換社債型新株予約権付社債の発行及び新株予約権発行

当社は、平成22年8月2日開催の取締役会において、平成22年9月3日に臨時株主総会を開催し、第三者割当による新株式（普通

株式）の発行、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行及び第三者割当による新株予約権発行について付議する

ことを決議いたしました。

（1）募集の概要

①新株式発行

発行新株式数 68,037株

発行価額 1株につき金4,850円

発行価額の総額 金329,979,450円

資本組入額 金164,989,725円

募集の方法 第三者割当による

申込期間 平成22年9月6日（月）

払込期日 平成22年9月6日（月）

割当先　 1 株式会社スミダパッケージ 30,927株

2 株式会社エクセ 26,804株

3 株式会社デジアイズ 6,185株

4 株式会社テラオカ 2,061株

5 株式会社共立電機製作所 1,030株

6 株式会社洸陽電機 1,030株

 

②新株予約権付社債発行

社債の名称　株式会社ノア　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特

約付）（以下、社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」といいます。

新株予約権の総数 10個

当該発行による潜在株

式数

19,634株

社債及び新株予約権の

発行価額

額面100円につき106円00銭　但し、本新株予約権と引換えに金銭の払込は要し

ません。

発行価額の総額 金106,000,000円

各社債の金額 金10,600,000円

転換価額 金5,093円

利率 本社債には利息は付さない

転換請求期間 平成23年3月11日から平成27年9月9日まで

自己新株予約権の取得

の事由及び取得の条件

転換請求期間に当社普通株式の普通取引の終値が発行決議日の前日の終値の

150％以上となり、かつ、当社取締役会が平成27年8月26日までに本新株予約権

の取得を決定した場合、本社債権者に対して取得日の2週間前までに取得日を

通知したうえで、当社は、満期償還日に、残存する本新株予約権付社債の全部

（一部は不可）を当社普通株式と引換えに取得することができる。

募集の方法 第三者割当による

申込期間 平成22年9月10日（金）

払込期日 平成22年9月10日（金）

割当先 株式会社新鮮組本部へ全額割当てる
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　　　③新株予約権発行

新株予約権の名称 第5回新株予約権

新株予約権の総数 10,000個

目的となる株式の数 10,000株

発行価額 1株につき61円

割当日 平成22年9月6日（月）

行使価額 金4,850円

行使可能期間 平成23年3月7日から平成27年9月5日まで

強制取得 新株予約権者は、当社株式が（ⅰ）に定める「強制取得条件判定期間」の間、

市場価格の終値において一度で（ⅱ）に定める「強制取得条件判定水準」を

下回った場合（ⅲ）に定める「強制取得条件価格」により新株予約権者に割

当られた新株予約権の残存をすべて行使し、目的となる普通株式のすべてを買

取らなければならない。新株予約権者が強制取得を行う場合、強制取得条件価

格の総額の払込期日は、当該強制取得を行うことが確定した日の1ヶ月後まで

とする。但し、当社新株予約権者と当社が事前に同意する場合は、当該期日を変

更することができる。

（ⅰ）強制取得条件判定期間

　平成23年3月7日から平成27年9月5日

（ⅱ）強制取得条件判定水準

行使価額に0.5を乗じた額（小数点未満は切り上げる）とする。

（ⅲ）強制取得条件価格

（ⅱ）を算定する基となる行使価額とする。

割当方法 第三者割当による

割当先 溝邉乃利雄　　5,000個

守田俊彦　　　5,000個

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。

　　

（2）第三者割当により発行される株式、新株予約権付社債及び新株予約権の発行の目的

当社を取り巻く事業環境は、世界的な金融危機の長期化による信用収縮、半導体市況の悪化が継続していることによる半導

体製造装置市況の低迷の長期化及び、当社の主要な取引先企業が経営悪化によりライバル会社へ買収されたことによる当社

個別事情の悪化といった厳しい状況下にあります。

そこで、当社は、具体的な実現手段として当社の事業提携先である、日本エーエム株式会社のLED事業部門を一部事業譲受に

より当社内に取込み、同社の仕入先、販売代理店、ノウハウを活用し企業価値を増大することを企図し、平成22年8月2日に日本

エーエム株式会社と支払対価3.7億円とする事業譲受契約を締結するに至りました。当社は、金融機関からの融資が厳しい状

況の中、事業拡大を確実に推進し企業価値の増大を図るため、エクイティ・ファイナンスによる早急な資金調達が必要不可欠

であると判断し、平成22年8月2日開催の当社取締役会において、第三者割当増資による資金調達を行う決議をいたしました。

 

（3）調達する資金の額及び使途

①調達する資金の額

（イ）新株式発行による調達資金の額

　　　　　払込金額の総額　　　　　　金329,979,450円

　　　　　発行諸費用の概算額　　　　　金2,100,000円（消費税別）

　　　　　差引手取概算額　　　　　　金327,879,450円

　　（ロ）新株予約権付社債による調達資金の額

　　　　　払込金額の総額　　　　　　金106,000,000円

　　　　　発行諸費用の概算額　　　　　金1,500,000円（消費税別）

　　　　　差引手取概算額　　　　　　金104,500,000円

　　（ハ）新株予約権による調達資金の額

　　　　　払込金額の総額　　　 　　　金49,110,000円

　　　　　発行諸費用の概算額　　　　　金1,000,000円（消費税別）

　　　　　差引手取概算額　　　 　　　金48,110,000円

　　　

②調達する資金の使途
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調達した資金のうち、370,000,000円はLED事業の譲受対価の支払として、また、残額はLED事業のLED商品仕入代金等運転

資金に充当する予定であります。

 

 

３．第三者割当による新株式の発行と新株式の発行における一部失権、及び第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発

行と新株予約権発行の中止について

上記１、２のとおり、当社は、平成22年8月2日開催の取締役会において、平成22年9月3日に臨時株主総会を開催し、第三者割当に

よる新株式（普通株式）の発行、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行及び第三者割当による新株予約権発行に

ついて付議することを決議し、同9月3日に開催された臨時株主総会において株主からのご承認を得ましたが、その後、当社の株価

の下落を理由として一部の引受予定先からの払込みがなかったことにより、新株式の発行において一部に失権がございましたこ

とから、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行及び第三者割当による新株予約権発行について発行を中止するこ

ととなりました。

第三者割当による新株式（普通株式）の発行につきましては、下記のとおり実施いたしました。

 

（1）募集の概要

①新株式発行

発行新株式数 9,276株

発行価額 1株につき金4,850円

発行価額の総額 金44,988,600円

資本組入額 金22,494,300円

募集の方法 第三者割当による

申込期間 平成22年9月6日（月）

払込期日 平成22年9月6日（月）

割当先　 1 株式会社デジアイズ 6,185株

2 株式会社テラオカ 2,061株

3 株式会社洸陽電機 1,030株

（2）調達する資金の額及び使途

①調達する資金の額

新株式発行による調達資金の額

払込金額の総額 金44,988,600円 

発行諸費用の概算額 金2,100,000円（消費税別）

差引手取概算額 金42,888,600円 

 

（3）調達する資金の使途

調達した資金のうち、25,000,000円（消費税別）はLED事業の業務提携対価の支払として、また、残額はLED事業のLED商品仕

入代金等運転資金に充当する予定であります。

 

４．日本エーエムとの業務提携契約の締結

当社は、平成22年9月7日開催の取締役会において、日本エーエムとのLED照明販売事業に関する業務提携を更に強化する業務

提携契約を締結することを決議し、同日、日本エーエムとの間で業務提携契約を締結し、翌8日より当該業務提携を開始しており

ます。この業務提携の目的及び内容等は以下のとおりです。

 

（1）業務提携の目的

当社は、平成21年12月15日に、日本エーエムとLED照明販売事業に関する業務提携を行い、両者が得意とするネットワーク機能を

複合的かつ発展的に活用することで、常時先進的なLED照明商品を提供できる販売体制の構築を目指してまいりました。

さらに、平成22年8月2日の取締役会において、日本エーエムのLED事業を譲り受けることを決議し、平成22年9月3日開催の臨時株

主総会において、第三者割当による新株式発行、転換社債型新株予約権付社債の発行及び新株予約権の発行が承認され、同月6日

に当該増資による払込みが実行されることを条件とするLED照明販売事業の譲受けによる事業強化・拡大を企図しておりまし

た。しかしながら、上記のとおり一部の引受予定先からの払込みがなかったことにより、譲受実行のための資金を十分に調達でき

なかったことから、当該事業の譲受けを中止いたしました。

この事業譲受けの中止をふまえて、日本エーエムと当社でLED照明販売事業の方向性等について再度協議した結果、急速に拡大し

つつあるLED照明市場において早急に事業基盤を強化構築する必要性が高いとの認識のもと、両者間の業務提携関係をより一層

強化する業務提携契約を締結することで合意いたしました。
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（2）業務提携の内容

当社は、日本エーエムよりLED照明販売に係る販売代理店の一部及び同社におけるLED事業に関する一部の従業員の移管を受ける

とともに、LED照明商品の仕入については、同社から継続的に仕入れることといたしました。

 

（3）本件業務提携による承継事項の対価

今回の業務提携により、上記のとおり、販売代理店の一部及び日本エーエムにおけるLED事業に関する一部従業員移管における、

業務提携の対価は金2,500万円（税別）といたしました。

 

（4）提携会社の概要

① 名称 日本エーエム株式会社（http://www.led-amjapan.com）

② 所在地 東京都中央区東日本橋２－２４－１２　東日本橋槇町ビル

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　　守田　俊彦

④ 事業内容 LED照明機器、配線器具、配電・制御機器、関連商品並びに応用装置の販売

⑤ 資本金 2億3,000万円

⑥ 設立年月日 昭和32年5月1日

⑦
上場会社と当該会社と

の関係

資本関係

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会

社との間には、特筆すべき資本関係はありません。

人的関係
当社は、LED販売における当該商材使用の知識習得、また代理店教

育のための津式習得のため、社員10名を出向派遣しています。

取引関係 当社と当該会社との間では、平成22年7月以降において約4,720万

円の仕入取引関係があります。

関連当事者への

該当状況

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。

また当社の関係者及び関連会社と当該会社の関係者及び関係会

社の間には、特筆すべき資本関係はありません。
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当事業年度（自　平成22年7月1日　至　平成23年6月30日）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略しております。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産        

建物

 

車両運搬具

18,139

 

－

－

 

857

18,139

（7,655）

－

－

 

857

－

 

71

307

 

71

－

 

785

工具、器具及び備品

 

28,339

 

198

 

22,459

(350)

6,077

 

5,060

 

1,860

 

1,016

 

有形固定資産計
46,479

 

1,055

 

40,599

(8,006)

6,934

 

5,131

 

2,239

 

1,802

 

無形固定資産        

のれん

ソフトウェア

 

－

10,602

25,000

3,600

－

7,853

(1,729)

25,000

6,349

4,166

3,218

4,166

1,947

20,833

3,131

無形固定資産計
10,602

 

28,600

 

7,853

(1,729)

31,349

 

7,384

 

6,114

 

23,964

 

長期前払費用
4,937

 

1,272

 

2,834

(619)

3,375

 

－

 

355

 

3,375

 

（注）1. 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

のれん　　　　　　　　LED照明機器販売事業の取得に係わるもの　　25,000千円

ソフトウェア　　　　　業務用ソフトウェアの取得によるもの　　　　3,600千円

　2．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　半導体事業の一時凍結に伴うもの　　　　　 16,220千円

工具、器具及び備品　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　 　　15,439千円

ソフトウェア　　　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,853千円

　　　　3. 「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

当社
第１回信用保証
協会保証付私募債

平成21年3月25日
160,000

 
120,000

（40,000）
1.27 有 平成23～26年

（注）１．当期末残高のうち、( )内は１年以内の償還予定額である。

２．決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりである。

 
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

 40,000 40,000 40,000 － －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 23,878 17,030 2.90 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 17,030 － － －

計 40,908 17,030 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 － 800 － － 800

製品保証引当金 3,301 － 2,548 752 －

（注）１．製品保証引当金は、半導体関連事業において計上していた相当額が、平成23年２月末日の当該事業活動の一時凍結

により、不要となったため減少したものであります。

 

 

【資産除去債務明細表】

　　該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 20

預金  

普通預金 67,721

定期預金 28,000

定期積立預金 9,000

小計 104,721

合計 104,741

②　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

　㈱ヤマダ電機 36,363

　エルピーダメモリ㈱ 2,688

　東急ファシリティサービス㈱ 2,188

　㈱ＬＥＤ販売 1,566

　富士通㈱ 1,522

　その他 9,377

合計 53,707

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

(A) ＋ (B)
× 100

 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  

29,880 299,476 275,649 53,707 83.69 50.94

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

③　商品

品目 金額（千円）

LED照明機器 39,737

合計 39,737
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④　原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

材料諸掛在庫 168

会社案内 135

　印紙 74

切手 46

その他 －

合計 424

⑤　未収入金

相手先 金額（千円）

DCGシステムズ㈱ 23,400

㈱サンリツ 2,160

日本エーエム㈱ 1,818

その他 1,660

計 29,040

⑥　買掛金

相手先 金額（千円）

　ニッシン・トーア㈱ 22,950

　㈱共立電商 16,413

　セントレードＭ.Ｅ.㈱ 5,053

　㈱エフティコミュニケーションズ 2,869

　Ｒevera Inc. 2,388

その他 3,446

合計 53,122

　　⑦　未払金

相手先 金額（千円）

　アドバンストアイ㈱ 3,675

　㈱野田学園 1,243

三菱UFJ信託銀行 1,096

　宝印刷㈱ 1,074

　アーク監査法人 1,050

　㈱リックテレコム 1,050

　　その他 7,387

合計 16,577

(3) 【その他】

当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

 
第１四半期

(自 平成22年７月１日

至 平成22年９月30日)

第２四半期

(自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日)

第３四半期

(自 平成23年１月１日

至 平成23年３月31日)

第４四半期

(自 平成23年４月１日

至 平成23年６月30日)

売上高（千円） 80,748 73,335 73,986 67,263
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税引前四半期純利益金額又

は税引前四半期純損失金額

(△)（千円）

△59,755 △98,248 △55,176 △64,215

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額(△)（千円）
△60,048 △98,568 △55,464 △67,574

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額(△)（円）

△1,137.17 △1,654.91 △931.22 △1,124.77
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第６【提出会社の株式事務の概要】
 

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載ＵＲＬ
http://www.noah-corp.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　 親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

最近事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度　第11期（自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日）平成23年９月29日に関東財務局長に提出

(2)　内部統制報告書及びその添付書類

事業年度　第11期（自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日）平成23年９月29日に関東財務局長に提出

(3)　四半期報告書、四半期報告書の確認書

第11期第１四半期（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月15日関東財務局長に提出

第11期第２四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月14日関東財務局長に提出

第11期第３四半期（自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日）平成23年５月13日関東財務局長に提出

(4)　臨時報告書

平成22年10月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（定時株主総会における議決権行使の結果）

の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年10月20日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書で

あります。

平成23年２月22日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書

であります。

平成23年３月１日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（臨時株主総会における議決権行使の結果）

の規定に基づく臨時報告書であります。

平成23年７月４日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（臨時株主総会における議決権行使の結果）

の規定に基づく臨時報告書であります。

平成23年７月４日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書で

あります。

(5)　四半期報告書の訂正報告書及び確認書

　　 事業年度　第11期第２四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年３月28日関東財務局長

に提出

　　 事業年度　第11期第３四半期（自 平成23年１月１日　至 平成23年３月31日）平成23年５月19日に関東財務局

長に提出

(6)　臨時報告書の訂正報告書

平成22年10月20日関東財務局長に提出した臨時報告書に係る訂正報告書

(7)　有価証券届出書及びその添付書類

　 第三者割当増資による株式発行　平成23年６月３日に関東財務局長に提出

第三者割当増資による新株予約権発行　平成23年６月３日に関東財務局長に提出

EDINET提出書類

株式会社ノア(E02990)

有価証券報告書

75/80



(8)　有価証券届出書の訂正届出書

　　 訂正届出書（上記、第三者割当増資による新株予約権発行の有価証券届出書の訂正届出書）平成23年６月６日

に関東財務局長に提出

(9)　確認書の訂正確認書

平成22年５月18日関東財務局長に提出した確認書の訂正確認書
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
平成22年9月29日

株式会社ノア
取締役会 御中

アーク監 査 法 人
指定社員

公認会計士 三浦　昭彦 　印
業務執行社員
　指定社員

公認会計士 冨岡　慶一郎 印
業務執行社員

 
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ノアの平成21年7月1日から平成22年6月30日までの第10期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属
明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場
から財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め
ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に
よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査
法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ノアの平成22年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
1.　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度に引き続いて重要な営業損失、経

常損失、当期純損失を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状
況が存在しており、現時点では企業継続の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該
事象に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい
る。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は財務諸
表に反映されていない。

2.　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成22年9月7日開催の取締役会において、日本エーエム株
式会社との間でLED照明販売事業に関する業務提携を更に強化する業務提携契約を締結すること
を決議し、同日業務提携契約を締結し、翌8日より当該業務提携を開始している。

 
 

＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社の平

成22年6月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並
びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報
告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を
完全には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書
に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基
礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行っ
た記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制
監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、株式会社ノアが平成22年6月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
追記情報
　内部統制報告書の付記事項に記載のとおり、会社は平成22年9月7日開催の取締役会において、日本エー
エム株式会社との間でLED照明販売事業に関する業務提携を更に強化する業務提携契約を締結すること
を決議し、同日業務提携契約を締結し、翌8日より当該業務提携を開始している。
 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管して

いる。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
平成23年9月29日

株式会社ノア
取締役会 御中

アーク監 査 法 人
指定社員

公認会計士 三浦　昭彦 　印
業務執行社員
　指定社員

公認会計士 冨岡　慶一郎 印
業務執行社員

 
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社ノアの平成22年7月1日から平成23年6月30日までの第11期事業年度の財
務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属
明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場
から財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め
ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に
よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査
法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ノアの平成23年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
 

＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社の平

成23年6月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並
びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報
告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を
完全には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書
に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基
礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行っ
た記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制
監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、株式会社ノアが平成23年6月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
 

  
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管して

いる。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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